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特別支援学校への就学 事務手続きの主な流れ                         

時期 児童生徒等の就学に関する手続  

4月 

 

 

 

 

 

 

10月 

 

 

 

10月31日 

（5ヶ月前） 

 

 

 

11月30日 

（4ヶ月前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12月31日 

（3ヶ月前） 

 

 

 

 

 

1月31日 

（2ヶ月前） 

○就学相談等の実施 

【市町村教育委員会】 

山
梨
県
教
育
支
援
委
員
会
（
適
宜
開
催
） 

○学齢簿の作成（10月1日現在） 

【市町村教育委員会】 

○就学時健康診断 

【市町村教育委員会】 

 

○地区教育支援委員会等への指導・助言依頼 

【市町村教育委員会】 

 

地区教育支援委員会等の開催 

○「特別支援学校への就学について」を県教委へ通知 

【市町村教育委員会】 

●入学期日、就学すべき特別支援学校の指定 

●「特別支援学校の入学期日等について」を保護者等へ通知 

【県教育委員会】 
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特別支援学校への就学（新就学児） 
  

 

                   

 

 

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                        

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 護 者 

居住地 市町村教育委員会 

山 梨 県 教 育 委 員 会                   

認定特別支援学校就学者と判断した場合 

④医学、心理学、
教育学等の専門
家の意見を聴取 

②学齢簿の作成 

①－１ 
就学相談（本人･
保護者の意見聴
取、情報提供） 

⑥－２ 
（特別支援学校への就学について） 

第１１条第１項通知（様式１－①） 

【添付書類】 

(1) 学齢簿の謄本（施行令第 11 条第 2 項） 

(2) 以下の就学支援資料 

（施行令第 11･12条通知関係参考様式）  

 ・就学支援シート（参考様式①） 

 ・サポートノート（参考様式②） 

 ・幼児の保育・教育の状況（参考様式④） 

 ・専門的診断の記録（視覚、聴覚、肢体不自由） 

            （参考様式⑤－ア、イ、ウ） 

 ・総合教育センター相談支援センター発行の｢教育相談

における所見｣（又は児童相談所の判定意見書）（知的） 

※療育手帳Ａ等級及びＢ等級（B-1 に限る）所有者は 

その写しに代えることができる。 

小学校への就学が適当

であると判断した場合 

⑥－１ 

小学校への入学

期日等を通知 

⑦（特別支援学校の入学期日等について） 

第１４条第１項・第２項通知（様式４－①） 

第１５条第１項・第２項通知（様式４－②）（様式４－③） 

特別支援学校長 

様式４－① 

様式４－② 様式４－③ 

①－２ 
教育相談・学
校見学等（地
教委同伴） 

市町村立小学校 

①－２ 
教育相談・学
校見学等（地
教委同伴） 

③就学時健診 

地区教育支援委員会等 

⑤保護者・本人
との合意形成
を図り、総合
的な観点から
就学先を判断 

【施行令第 11条関係】 
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特別支援学校への就学（新中学１年生） 
  

 

                   

 

 

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                        

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

保 護 者 

居住地 市町村教育委員会 

山 梨 県 教 育 委 員 会                   

認定特別支援学校就学者と判断した場合 

②医学、心理学、
教育学等の専門
家の意見を聴取 

①－１ 
就学相談（本人･
保護者の意見聴
取、情報提供） 

④－２（特別支援学校への就学について） 
第１１条の２通知（様式１－②） 

【添付書類】 

(1) 学齢簿の謄本（施行令第 11 条第 2 項） 

(2) 以下の就学支援資料 

   （施行令第 11･12条通知関係参考様式） 

 ・就学支援シート（参考様式①） 

 ・サポートノート（参考様式②） 

 ・学校教育に関する事項（参考様式③） 

 ・専門的診断の記録（視覚、聴覚、肢体不自由） 

           （参考様式⑤－ア、イ、ウ） 

 ・総合教育センター相談支援センター発行の｢教育相談

における所見｣（又は児童相談所の判定意見書）（知的） 

※療育手帳Ａ等級及びＢ等級（B-1 に限る）所有者は 

その写しに代えることができる。 

中学校への就学が適当

であると判断した場合 

④－１ 

中学校への入学

期日等を通知 

⑤（特別支援学校の入学期日等について） 

第１４条第１項・第２項通知（様式４－①） 

第１５条第１項・第２項通知（様式４－②）（様式４－③） 

特別支援学校長 

様式４－① 

様式４－② 様式４－③ 

①－２ 
教育相談・学
校見学等（地
教委同伴） 

市町村立中学校 

①－２ 
教育相談・学
校見学等（地
教委同伴） 

③保護者・本人
との合意形成
を図り、総合
的な観点から
就学先を判断 

【施行令第 11条の 2関係】 

地区教育支援委員会等 
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年度途中の転居に伴う転学 
【パターン１】県外の特別支援学校又は小･中学校 → 県内の特別支援学校又は小･中学校 

【パターン２】県内の特別支援学校又は小･中学校 → 県内の特別支援学校又は小･中学校 

       ※小･中学校に在籍していた児童生徒については視覚障害者等の場合のみ 

  

 

                   

 

 

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                        

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

山 梨 県 教 育 委 員 会                   

保 護 者 

転居先 市町村教育委員会 

認定特別支援学校就学者と判断した場合 

⑤専門家の意見を聴取するなど情報を収集し，
保護者・本人との合意形成を図りながら，総
合的な観点から改めて就学先を判断 

 
※地域の教育の体制整備の状況などが，転居前
の市町村とは異なることが考えられるため 

転居前 市町村教育委員会 
①転居する旨
を事前に伝
える（任意） 

②転居す
る 旨 を
事 前 に
伝 え る
（任意） 

③学齢簿の移動
（住民票の移動） 
 
就学先決定をした
際の資料（以下「就
学支援資料」とい
う。）の写し 

④－１ 
就学相談（本人･
保護者の意見聴
取、情報提供） 

⑥－２ 
（特別支援学校への就学について） 

第１１条の３第１項通知（様式１－③） 

【添付書類】 

(1) 学齢簿の謄本（施行令第 11 条第 2 項） 

(2) 以下の就学支援資料 

ア 転居前の市町村教育委員会の就学支援資料の写し 

イ その他必要とする資料 

(ｱ)小・中学校からの転学 

  ・【施行令第 11条の 2 関係】に準ずる。 

(ｲ)特別支援学校に在籍していた者のうち，主障害を 

変更して（障害種の異なる特別支援学校へ）の転学 

・視覚･聴覚･肢体の場合：専門的診断の記録 

・知的の場合：総合教育センター相談支援センター

発行の「教育相談における所見」 

※療育手帳Ａ等級及びＢ等級（B-1 に限る）所有

者はその写しに代えることができる。 

   (ｳ)特別支援学校に在籍していた者のうち，同じ障害 

種の特別支援学校への転学 

   ・転居前の市町村教育委員会の就学支援資料で判断 

できない場合は，(ｲ)に準ずる。 

小･中学校への就学が適

当であると判断した場合 

⑥－１ 

小・中学校への 

入学期日等を通知 

⑦（特別支援学校の入学期日等について） 

第１４条第１項・第２項通知（様式４－①） 

第１５条第１項・第２項通知（様式４－②）（様式４－③） 

特別支援学校長 

様式４－① 

様式４－② 様式４－③ 

④－２ 
教育相談・学
校見学など 

【施行令第 11 条の 3第 1 項関係】 

④－２ 
教育相談・学
校見学など 

転居先 
小・中学校 
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連絡調整・引継 

小・中学校在学者が視覚障害者等になった場合 

（例） 
県立中央病院・北病院での加療のため、富士見支援学校（本校・分校）へ転学 

  

 

 

    

  

                          

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                      

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 

護 

者 

 

  

               ※学齢簿の変更 

④※（特別支援学校への就学について） 

第１２条第２項通知（様式２） 

【添付書類】 

・学齢簿（※転出前のもの） 

・小・中学校長からの通知及び診断書(写) 

 
※③の通知を受けた市町村教育委員会は、当該 

児童生徒が引き続き在籍校に就学させること 

が適当であると認めたとき、小・中学校長へ 

その旨通知しなければならない。 

（参考様式１－②） 

小・中学校長 

③(視覚障害者等になった児童生徒について) 

第１２条第１項通知（参考様式 1－①） 

【添付書類】 

・在学証明書 

    ・診断書（写） 

 山 梨 県 教 育 委 員 会                       

市町村教育委員会 

 

県
立
中
央
病
院 

 
 
 

北
病
院 

⑥（学齢簿の加除修正について） 

第１３条通知 （様式７） 

 

富
士
見
支
援
学
校
長 

児童生徒の入院・通院 

 

就学相談 

 

⑤（特別支援学校の入学期日等について） 

第１４条第１項・第２項通知（様式４－①） 

第１５条第１項・第２項通知（様式４－②）（様式４－③） 

様式４－③ 様式４－① 

様式４－② 

【施行令第 12条関係】 

②富士見支援学校・同旭分校

へ転学の申し出 

・医師の診断書(写）提出 ①診断書の発行 
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視覚障害者等でなくなった場合 

（例） 

県立中央病院・北病院の加療が終了し、富士見支援学校（本校・分校）から小・中学校
へ転出 

  

  

 

 

  

   

 

                          

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 

護 

者 

 

               

               

※学齢簿の変更 

小・中学校長 

④(入学期日等の通知、学校の指定) 

第５条規定を準用、「速やかに」通知 

 ※ 第６条第１項第２号に掲げる者 

山 梨 県 教 育 委 員 会                  

 

 

 

市町村教育委員会 

 

県
立
中
央
病
院 

 
 
 

北
病
院 

児童生徒の退院等 

 

②(視聴覚障害者等でなくなった児童生徒について) 

第６条の２第１項通知（様式５－①） 

【添付書類】 

・診断書（写） 

③(視聴覚障害者等でなくなった児童生徒について) 

第６条の２第２項通知（様式５－②） 

⑤（学齢簿の加除修正について） 

第１３条通知 （様式７） 

連絡調整・引継 

【施行令第 6 条の 2関係】 

①診断書の発行 

富
士
見
支
援
学
校
長 

①その旨連絡 
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特別支援学校への就学（新小２～６年・新中２～３年） 
  

 

                   

 

 

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

                        

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

保 護 者 

居住地 市町村教育委員会 

山 梨 県 教 育 委 員 会                   

認定特別支援学校就学者と判断した場合 

④医学、心理学、教
育学等の専門家の
意見を聴取 

③－１ 
就学相談（本人･
保護者の意向聴
取、情報提供） 

⑥－２ 
（特別支援学校への就学について） 

第１２条の２第２項通知（様式３） 

【添付書類】 

(1) 学齢簿の謄本（施行令第 11 条第 2 項） 

(2) 以下の就学支援資料 

（施行令第 11･12 条通知関係参考様式） 

 ・就学支援シート（参考様式①） 

 ・サポートノート（参考様式②） 

 ・学校教育に関する事項（参考様式③） 

 ・専門的診断の記録（視覚，聴覚，肢体不自由） 

      （参考様式⑤－ア，イ，ウ） 

 ・教育相談における所見（知的） 

 （総合教育センター相談支援センターが発行したもの） 

※療育手帳Ａ等級及びＢ等級（B-1 に限る）所有者は 

その写しに代えることができる。 

引き続き小･中学校への就学が

適当であると判断した場合 

⑥－１ 

その旨連絡 

⑦（特別支援学校の入学期日等について） 

第１４条第１項・第２項通知（様式４－①） 

第１５条第１項・第２項通知（様式４－②）（様式４－③） 

特別支援学校長 

様式４－① 

様式４－② 様式４－③ 

③－２ 
教育相談・学
校見学等（地
教委同伴） 

地区教育支援委員会等 

⑤保護者・本人
との合意形成
を図り、総合
的な観点から
就学先を判断 

現在在籍している学校長 

①－１ 
特別支援学校へ
の転学意思を伝
える。 

②（就学することが適当でなくなった

と思料する児童生徒について） 

第１２条の２第１項通知（参考様式２） 

【施行令第 12 条の 2関係】 
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区域外就学 【小･中学校 → 県外の特別支援学校】 
 

 

 

 

  

   

                          

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

              

                  

                        

   

   

 

※施行令改正により、県教育委員会への通知は必要なくなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 

護 

者 

区
域
外
就
学
先
都
道
府
県
教
育
委
員
会 

①区域外就学願出書 

（各県の様式有） 

【添付書類】 

医師の診断書等 

（各県の指示による） 

③－２ 

（区域外就学届出書） 第１７条（参考様式３） 

【添付書類】 

・②の承諾書 

在籍の小・中学校長 

④(視聴覚障害者等になった児童生徒

について) 

第１２条第１項通知（参考様式１－①） 

【添付書類】 

・在学証明書 

・診断書（写） 

② 区域外就学承諾書 

住所地市町村教育委員会 

③－１ 

入院等により特別支援学校へ

転学が必要になった旨の報告 

・医師の診断書（写）等 提出 
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区域外就学【県内特別支援学校→県外の特別支援学校】  

 
 

 

   

   

 

                          

 

                        

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

                  

      

                   

   

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 

護 

者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所地市町村教育委員会 

③－２ 

（区域外就学届出書） 第１７条（参考様式３） 

【添付書類】 

・②の承諾書 

在籍特別支援学校長 

山 梨 県 教 育 委 員 会 

区
域
外
就
学
先
都
道
府
県
教
育
委
員
会 

①区域外就学願出書 

（各県の様式有） 

【添付書類】 

・医師の診断書等 

（各県の指示による） 

④（区域外就学等の届出について） 

第１３条の２通知（様式８） 

【添付書類】 

・③－２（写） 

    ・②の承諾書（写） 

（学齢簿の加除修正について） 

第１３条通知（様式７）  

児童生徒等の異動

について（報告） 

③－１ 

入院等により特別支援学校へ

転学が必要になった旨の報告 

② 区域外就学承諾書 
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■措置入所した場合の「うぐいすの杜学園」への転入手続き  住民票を移す場合  

※ただし、甲府市内での住民票移動の場合は、「住民票を移さない場合」の手続きによる。        
 

    
 

    

対象児童生徒・保護者 
小中学校・ 

当該市町村教育委員会 
県教育委員会 

県立特別支援学校 
うぐいすの杜学園 

    

【保護者】 

●小中学校に転学の申出 

●小中学校に書類の提出 

①措置決定通知書（写） 

【小学校・中学校】 

●住所地市町村教育委員会 

に通知 

①視覚障害等になった児

童生徒について（12 条第

１項：参考様式 1-①） 

②在学証明書（作成） 

③措置決定通知書（写） 

【児童生徒】 

●うぐいすの杜学園に転入学 

【特別支援学校】 

●転入学生の受入 

●県教育委員会に報告 

①児童生徒数の異動につ

いて 

【甲府市教育委員会】 

●県教育委員会に通知 

①学齢簿の加除修正につ

いて（13 条：様式 7） 

【県教育委員会】 

●保護者・甲府市教育委員

会・特別支援学校に通知 

①特別支援学校の入学期

日等について 

（14 条・15 条） 

・保護者 （様式 4-①） 

・市町村教委 

（様式 4-②） 

・特別支援学校 

（様式 4-③） 

【甲府市教育委員会】 

●学齢簿の作成 

●認定特別支援学校就学者

の決定 

●県教育委員会に通知 

①特別支援学校への就学

について 

（12 条第 2 項：様式 2） 

②学齢簿（甲府市） 

③視覚障害等になった児

童生徒について（写） 

④在学証明書（写） 

⑤措置決定通知書（写） 

【住所地市町村教育委員

会】 

●学齢簿の移動 

●甲府市教育委員会に通知 

①学齢簿（市町村） 

②視覚障害等になった児

童生徒について（写） 

③在学証明書（写） 

④措置決定通知書（写） 

【県教育委員会】 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に情報提供 

【県教育委員会】 

●転入学状況の把握 

【特別支援学校】 

●転入学に係る学級編制及

び教育課程の調整 

●保護者に措置通知書の発行 

●入所・転学ガイダンス（本人・保護者、児童相談所、子ども心理治療センター、うぐいすの杜学園） 

【保護者】 

●児童生徒の住民票の異動 

 

●甲府市教育委員会に申出 
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■措置入所・通所した場合の「うぐいすの杜学園」への転入手続き 住民票を移さない場合 

 

 

    

対象児童生徒・保護者 
小中学校・ 

当該市町村教育委員会 
県教育委員会 

県立特別支援学校 
うぐいすの杜学園 

    

 

 

 

●保護者に措置通知書の発行 

●入通所・転学ガイダンス（本人・保護者、児童相談所、子ども心理治療センター、うぐいすの杜学園） 

【保護者】 

●小中学校に転学の申出 

●小中学校に書類の提出 

①措置決定通知書（写） 

【小学校・中学校】 

●住所地市町村教育委員会 

に通知 

①視覚障害等になった児

童生徒について（12 条第

１項：参考様式 1-①） 

②在学証明書（作成） 

③措置決定通知（写） 

【住所地市町村教育委員会】 

●認定特別支援学校就学者 

の決定 

●県教育委員会に通知 

①特別支援学校への就学に

ついて 

（12 条第 2 項：様式 2） 

②学齢簿の謄本（市町村） 

③視覚障害等になった児童

生徒について（写） 

④在学証明書（写） 

⑤措置決定通知（写） 

【県教育委員会】 

●保護者・住所地市町村教

育委員会・特別支援学校

に通知 

①特別支援学校の入学期

日等について 

（14 条・15 条） 

・保護者 （様式 4-①） 

・市町村教委 

（様式 4-②） 

・特別支援学校 

（様式 4-③） 

【特別支援学校】 

●転入学生の受入 

●県教育委員会に報告 

①児童生徒数の異動につ

いて 

【児童生徒】 

●うぐいすの杜学園に転入学 

【住所地市町村教育委員会】 

●県教育委員会に通知 

①学齢簿の加除修正につ

いて（13 条：様式 7） 

【県教育委員会】 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に情報提供 

【県教育委員会】 

●転入学状況の把握 

【特別支援学校】 

●転入学に係る学級編制及

び教育課程の調整 
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■措置解除により退所する場合の小・中学校への転出手続き  住民票を移す場合  

※ただし、甲府市内での住民票移動の場合は、「住民票を移さない場合」の手続きによる。       
 

 

    

対象児童生徒・保護者 
小中学校・ 

当該市町村教育委員会 
県教育委員会 

県立特別支援学校 
うぐいすの杜学園 

   

 

 

 

【保護者】 

●特別支援学校に退所・転

学の申出、書類の提出 

①措置解除通知書（写） 

【児童生徒】 

●小・中学校に転入学 

【県教育委員会】 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に通知 

①視覚障害者等でなくなっ

た児童生徒について 

（6 条の 2 第１項：様式 5-①） 

又は、小学校又は中学校に

就学することが適当である

と思料する児童生徒につい

て（6 条の 3 第 1 項関係 

：様式 6-①） 

②措置解除通知書（写） 

●転出先の小・中学校に情報提

供 

【県教育委員会】 

●甲府市教育委員会に通知 

①視覚障害者等でなくなった

児童生徒について 

（6 条の 2 第 2 項：様式 5-②） 

②措置解除通知書（写） 

【小・中学校】 

●転入学に係る学級編制及

び教育課程の調整等、受

け入れ準備 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に報告 

①児童生徒数の異動につ

いて 

【転出先市町村教育委員会】 

●県教育委員会に通知 

①学齢簿の加除修正につい

て（13 条：様式 7） 

【転出先市町村教育委員会】 

●学齢簿の作成 

●就学先の決定 

 小・中に情報提供 

●保護者に通知 

①入学期日等の通知、学

校の指定について 

【甲府市教育委員会】 

●学齢簿の移動 

●転出先市町村教育委員会

に通知 

①学齢簿（市町村） 

②視覚障害等でなくなっ

た児童生徒について 

③措置解除通知書（写） 

【保護者】 

●児童生徒の住民票の異動 

●甲府市、転出先市町村教

育委員会に申出 

●保護者に措置解除通知書の発行 

●退所・転学ガイダンス 

（本人・保護者、児童相談所、子ども心理治療センター、うぐいすの杜学園、転出先小・中学校） 
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■措置解除により退所する場合の小・中学校への転出手続き  住民票を移さない場合  

 

 
          

 

    

対象児童生徒・保護者 
小中学校・ 

当該市町村教育委員会 
県教育委員会 

県立特別支援学校 
うぐいすの杜学園 

    
【保護者】 

●特別支援学校に退所・転学

の申出、書類の提出 

①措置解除通知書（写） 

【児童生徒】 

●小・中学校に転入学 

【県教育委員会】 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に通知 

①視覚障害者等でなくなっ

た児童生徒について 

（6 条の 2 第１項：様式 5-①） 

又は、小学校又は中学校に

就学することが適当である

と思料する児童生徒につい

て（6 条の 3 第 1 項関係 

：様式 6-①） 

②措置解除通知書（写） 

●転出先の小・中学校に情報 

提供 

【県教育委員会】 

●住所地市町村教育委員会に 

通知 

①視覚障害者等でなくなっ

た児童生徒について 

（6 条の 2 第 2 項：様式 5-②） 

②措置解除通知書（写） 

【小・中学校】 

●転入学に係る学級編制及

び教育課程の調整等、受

け入れ準備 

【特別支援学校】 

●県教育委員会に報告 

①児童生徒数の異動につ

いて 

【住所地市町村教育委員会】 

●県教育委員会に通知 

①学齢簿の加除修正につ

いて（13 条：様式 7） 

【住所地市町村教育委員会】 

●就学先の決定 

 小・中に情報提供 

●保護者に通知 

①入学期日等の通知、学

校の指定について 

【保護者】 

●住所地市町村教育委員会

に申出 

●保護者に措置解除通知書の発行 

●退所・転学ガイダンス 

（本人・保護者、児童相談所、子ども心理治療センター、うぐいすの杜学園、転出先小・中学校） 
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Ⅱ 学校教育法施行令関係通知様式 
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就
学
を
承
諾
す
る
権
限
を

有
す
る
者

就
学
先
支
援
学
校
長

様式番号 通　　知　　名  　　　※は添付書類

　第１２条第１項 参考様式１－① 視覚障害者等になった児童生徒について ● ■ （■）

　　　　　　　　※県立中央病院又は北病院医師の診断書
　　　　　　　　※県外の病院の診断書

●
取
得 （■） （■） （■）

　第１２条第３項 参考様式１－②
小学校又は中学校に引き続き就学させることが適当であると認
めた児童生徒について

■ ●

　第１２条の２第１項 　参考様式２ 就学することが適当でなくなったと思料する児童生徒について ● ■

　第１１条第１項 　様式１－① 特別支援学校への就学について ● ■

　第１１条第２項 　　　　　　　※学齢簿の謄本 ● ■

　第１１条の２ 　様式１－② 特別支援学校への就学について ● ■

　第１１条の３第１項 　様式１－③ 特別支援学校への就学について ● ■

　第１１条の３第２項 　様式１－④ 特別支援学校への就学について ● ■

　第１２条第２項 　様式２ 特別支援学校への就学について ● ■

　　　　　　　※学齢簿の謄本 ● ■

　第１２条の２第２項 　様式３ 特別支援学校への就学について ● ■

　　　　　　　※学齢簿の謄本 ● ■

　第１４条第１項・第２項 　様式４－① 特別支援学校の入学期日等について ■ ●

　様式４－② 特別支援学校の入学期日等について ■ ●

　様式４－③ 特別支援学校の入学期日等について ■ ●

　第６条の２第１項 　様式５－① 視覚障害者等でなくなった児童生徒について ● ■

　　　　　　　　※県立中央病院又は北病院医師の診断書 ●
取
得

（■） （■）

　第６条の２第２項 　様式５－② 視覚障害者等でなくなった児童生徒について ■ ●

　第６条の３第１項 　様式６－①
小学校又は中学校に就学することが適当であると
思料する児童生徒について

● ■

　第６条の３第２項 　様式６－②
小学校又は中学校に就学することが適当であると
思料する児童生徒について

■ ●

　第６条の３第３項 　様式６－③
当該特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認
めた児童生徒について

● ■

　第６条の３第４項 様式６－④
当該特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認
めた児童生徒について

■ ●

　第６条の４ 視覚障害者等でなくなった児童生徒について ● ■

　第１３条 　様式７ 学齢簿の加除訂正について ● ■

区域外就学願出書 ●

　　※診断書 ●
取
得

区域外就学承諾書 ○
■

　第１３条の２ 　様式８ 区域外就学等の届出について ● ■

　第１８条
（区域外就学先で全課程を修了する前に退学したとき）

※区域外就学を終了し、特別支援学校に戻る場合 ■

（第６条の２第１項）
（視覚障害者等でなくなった児童生徒について）

※区域外就学を終了し、小・中学校に戻る場合 ■

学
校
教
育
法
施
行
令
の
規
定
に
よ
る
通
知
関
係

就学先の県・学校において

定められた様式・提出書類

●

学校教育法施行令関係通知様式           

　特別支援学校から小・中学校へ転学するための様式

県
教
育
委
員
会

区域外
就学先

小
・
中
学
校
長

特
別
支
援
学
校
長

市
町
村
教
育
委
員
会

地
区
教
育
支
援
委
員
会
等

●

保
護
者
等

　第１５条第１項・第２項

　特別支援学校へ転学・就学するための様式

医
療
機
関
・
関
係
機
関

●

　区域外就学のための様式

　学齢簿に関する報告様式

施行令　条　・項 ●：作成元　■：提出先　(■）：写の提出　○：経由先

■

■

書類の作成・提出先等

様式 （書類名称） 及び 添付書類
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様式１－①（第１１条第１項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒は、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべき

なので、学校教育法施行令第１１条第１項の規定に基づき、学齢簿を添えて通知し

ます。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 

性

別 

在籍する学校・学

年又は幼稚園等 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式１－②（第１１条の２関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒は、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべき

なので、学校教育法施行令第１１条の２の規定に基づき、学齢簿を添えて通知しま

す。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 

性

別 
在籍する学校・学年 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式１－③（第１１条の３第１項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒は、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべき

なので、学校教育法施行令第１１条の３第１項の規定に基づき、学齢簿を添えて通

知します。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 

性

別 
在籍する学校・学年 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式１－④（第１１条の３第２項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒は、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべき

なので、学校教育法施行令第１１条の３第２項の規定に基づき、学齢簿を添えて通

知します。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 

性

別 
在籍する学校・学年 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式２（第１２条第２項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒について、別添のとおり視覚障害者等となった旨の通知がありま 

した。 

ついては、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべきなの 

で、学校教育法施行令第１２条第２項の規定に基づき、通知します。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 

性

別 
在籍する学校・学年 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式３（第１２条の２第２項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校への就学について（通知） 

 

 次の児童生徒について、学校教育法施行令第１２条の２第１項の規定に基づき、 

在籍する小学校（中学校）長から当該校に就学することが適当でなくなった旨の通 

知がありました。 

ついては、認定特別支援学校就学者として特別支援学校へ就学させるべきなので、 

学校教育法施行令第１２条の２第２項の規定に基づき、通知します。 

 

児童生徒 

氏  名 
生年月日 性別 在籍する学校・学年 

障害 

種別 

保 護 者 

氏  名 

続

柄 
住  所 
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様式４－①（第１４条第１項・第２項関係） 

 

教特児第      号  

令和  年  月  日  

 

  保  護  者  殿 

 

 

                       山梨県教育委員会 

教育長       公印 

 

特別支援学校の入学期日等について（通知） 

 

 このことについて、次のとおりあなたが保護する児童生徒が就学すべき学校及び

入学期日を決定しましたので、学校教育法施行令第１４条の規定により通知します。 

 

 

１ 児 童 生 徒 氏 名   

   生年月日・性別    

 

２ 学 校 名 ・ 学 年   

 

３ 入 学 期 日   

 

４ そ の 他     
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様式４－②（第１５条第１項・第２項関係） 

 

教特児第      号  

令和  年  月  日  

 

 市町村教育委員会教育長  殿 

 

 

                     山梨県教育委員会教育長 公印 

 

特別支援学校の入学期日等について（通知） 

 

 このことについて、次のとおり貴教育委員会管内に住所を有する児童生徒が認定

特別支援学校就学者として就学すべき学校及び入学期日を決定したので、学校教育

法施行令第１５条の規定により通知します。 

 

 

１ 児 童 生 徒 氏 名 

  生年月日・性別 

 

２ 保護者氏名・続柄 

  住      所 

 

３ 学 校 名 ・ 学 年 

 

４ 入 学 期 日 
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様式４－③（第１５条第１項・第２項関係） 

 

教特児第      号  

令和  年  月  日  

 

  特別支援学校長  殿 

 

 

                        山梨県教育委員会教育長 

 

特別支援学校の入学期日等について（通知） 

 

 このことについて、次のとおり児童生徒を貴校へ就学させることにしたので、 

学校教育法施行令第１５条の規定により通知します。 

 

 

１ 児 童 生 徒 氏 名 

  生年月日・性別 

 

２ 学 校 名 ・ 学 年 

 

３ 入 学 期 日 
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様式５－①（第６条の２第１項関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                          特別支援学校長 

 

視覚障害者等でなくなった児童生徒について（通知） 

 

 このことについて、次の児童生徒は、視覚障害者等でなくなったので、学校教育

法施行令第６条の２第１項の規定により通知します。 

 

 １ 児童生徒氏名 

 ２ 生年月日・性別 

 ３ 学部・学年 

 ４ 住所 

 ５ 保護者氏名・続柄 

 ６ 転入通知番号・日付 

 ７ 転入日 

 ８ 医療機関による診断日等 

９ 最終在籍年月日 

10 転入予定学校名 

11 添付書類  

12 その他特記事項  
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様式５－②（第６条の２第２項関係） 

 

教特児第      号  

令和  年  月  日  

 

市町村教育委員会教育長  殿 

 

 

                     山梨県教育委員会教育長 公印 

 

視覚障害者等でなくなった児童生徒について（通知） 

 

 このことについて、次のとおり貴教育委員会管内に住所を有する児童生徒が視覚

障害者等でなくなったので、学校教育法施行令第６条の２第２項の規定により通知

します。 

 つきましては、就学の手続きをお願いします。 

 

 １ 児 童 生 徒 氏 名 

   生年月日・性別 

 

 ２ 保護者氏名・続柄 

   住      所 

 

 ３ 最終在籍校・学年 

 

４ 最終在籍年月日 
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様式６－①（第６条の３第１項関係） 

 

記  号  番  号  

  令和  年  月  日  
 

 

山梨県教育委員会教育長 殿 

            特別支援学校校長   
 

 

 

     小学校又は中学校に就学することが適当であると思料する児童生徒 

     について（通知） 
 

 

本校に在籍する次の児童生徒が、障害の状態等の変化により小学校又は中学校に

就学することが適当であると思料するので、学校教育法施行令第６条の３第１項の

規定に基づき通知します。 
 

 

１ 児童生徒  氏名 

           生年月日・性別 

           在籍学年 

           障害の種類（程度） 
 

 

２ 保 護 者   氏名 続柄  

           住所 
 

 

３ 小学校又は中学校に就学する 

  ことが適当であると思料する理由 
 

 

４ 転学を希望する学校 
 

 

５ その他 
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様式６－②（第６条の３第２項関係） 

 

教特児第      号  

令和  年  月  日  

 

市町村教育委員会教育長 殿 

 

 

山梨県教育委員会教育長   

 

 

   小学校又は中学校に就学することが適当であると思料する児童生徒 

   について（通知） 

 

次の児童生徒について、学校教育法施行令第６条の３第１項の規定に基づき、特別

支援学校長から通知がありましたので、同条第２項により通知します。 

 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

        障害の種類（程度） 

 

２ 保 護 者   氏名 続柄  

        住所 
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様式６－③（第６条の３第３項関係） 

                              

記   号   番   号 

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長 殿 

 

 

 市町村教育委員会教育長 

 

 

   当該特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めた 

   児童生徒について（通知） 

 

このことについて、学校教育法施行令第６条の３第２項により通知のあった児童

生徒は、当該特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めたので、同

条第３項の規定に基づき通知します。 

 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

        障害の種類（程度） 

 

２ 保 護 者  氏名 続柄  

        住所 

 

３ 認めた理由 
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様式６－④（第６条の３第４項関係） 

 

教特児第      号 

  令和  年  月  日 
 

特別支援学校長 殿 

 

山梨県教育委員会教育長 

 

 

   当該特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めた 

   児童生徒について（通知） 

 

 

学校教育法施行令第６条の３第１項により通知のあった児童生徒のうち、当該児

童生徒について、その住所の存する市町村教育委員会から同条第３項により貴校に

引き続き就学させることが適当であるとの通知がありましたので、同条第４項の規

定に基づき通知します。 

 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

        障害の種類（程度） 

 

２ 保 護 者  氏名 続柄  

        住所 
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様式７（第１３条関係） 

 

記 号 番 号  

令和  年  月  日  

 

山梨県教育委員会教育長  殿 

 

 

                     市町村教育委員会教育長 公印 

 

学齢簿の加除訂正について（通知） 

 

 このことについて、学校教育法施行令第１３条の規定に基づき、通知します。 

 

学齢児童生徒氏名 

生年月日・性別 
加除訂正の理由・内容 
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様式８（第１３条の２関係） 

                                                                    

記  号  番  号 

                                令和  年  月  日 

 

 

山梨県教育委員会教育長 殿 

 

 

 市町村教育委員会教育長    

 

 

区域外就学等の届出について（通知) 

 

次の児童生徒等について、区域外就学等の届出があったので、学校教育法施行令第

１３条の２の規定に基づき、通知します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒氏名 生年月日 性別 
区域外就学先 

（学校名・学年） 
保護者氏名 続柄 
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参考様式１－①（第１２条第１項関係） 

 

記  号  番  号 

令和  年  月  日  

 

市町村教育委員会教育長 殿 

 

 

市町村立小・中学校長  公印 

 

 

視覚障害者等になった児童生徒について（通知） 

 

このことについて、本校に在籍する次の児童生徒が、視覚障害者等になったので、

学校教育法施行令第１２条第１項の規定に基づき通知します。 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

 

２ 保 護 者  氏名 続柄  

        住所 
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参考様式１－②（第１２条第３項関係） 

 

記  号  番  号 

令和  年  月  日  

 

市町村立小・中学校長 殿 

 

 

市町村教育委員会教育長  公印 

 

 

   小学校又は中学校に引き続き就学させることが適当であると認めた 

   児童生徒について（通知） 

 

このことについて、学校教育法施行令第１２条第１項により通知のあった児童生

徒は、貴校に引き続き就学させることが適当であると認めたので、同条第３項の規定

に基づき通知します。 

 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

 

２ 保 護 者  氏名 続柄  

        住所 
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参考様式２（第１２条の２第１項関係） 

 

記  号  番  号 

令和  年  月  日  

 

市町村教育委員会教育長 殿 

 

 

市町村立小・中学校長  公印 

 

 

就学することが適当でなくなったと思料する児童生徒について（通知） 

 

このことについて、本校に在籍する次の児童生徒が、障害の状態等の変化により就

学させることが適当でなくなったと思料するので、学校教育法施行令第１２条の２

第１項の規定に基づき通知します。 

 

 

１ 児童生徒  氏名 

        生年月日・性別 

        在籍学年 

 

２ 保 護 者  氏名 続柄  

        住所 

 

３ 思料するに至った理由   
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幼児期と学齢期をつなげる                 市町村教育委員会担当者

用 

  年  月  日作成  

作成者所属・氏名 （          ）教育委員会 氏名（         ） 

お子さんの氏
ふり

名
がな

 性別 生年月日 

 男・女     年  月  日生 

保護者氏名 郵便番号・住所 

 〒 

 

 

電話番号  

 

診断名・病名（診断機関名等） 

 

 

諸検査等の記録（検査の名称、結果、検査機関、検査者、検査日時等） 

 

 

手帳の所持 無 ・ 有 手帳の種類  

 

現在のお子さんの様子（興味があること、不安なこと、配慮していること など） 

 

 

 

学校生活への期待や子どもの成長への願い 

 

 

 

就学先の学校で必要な配慮や支援の内容 家庭で必要な配慮や支援の内容 

  

就学支援シート 

取 扱 注 意 （施行令第 11 条・12 条通知関係 参考様式①） 
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保護者との教育相談の状況 

 年 月 日 
対象者 

（保護者等） 

対応者 
（教育委員会） 

相談概要 

    

    

    

    

 

学校見学・体験学習の状況 

 年 月 日 対象学校名 参加者 学校見学・体験学習概要 

    

    

    

    

 

保護者の意見  特別支援学校への就学を希望  地域の小学校又は中学校への就学を希望 

 

専門家からの意見聴取の状況                 ※地区教育支援委員会等における所見も可 

障害種 専門家の意見 

  

 

福祉部局との連携状況（3 歳児健診、５歳児健診、その他） 

 

 

以上の内容を、就学先の学校へ引き継ぐことに同意します。 

 

  年  月  日  保護者氏名               印 
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山梨県相談支援ファイル「サポートノート」 

 

 

 

子 

ど 

も 

ふりがな 性 別     男 ・ 女 

氏 名 生年月日 

 

  年  月  日生（満  歳） 

在籍する学校及び学年又は幼稚園等 

 

 

保 

護 

者 

ふりがな 子どもとの続柄 

氏 名  

現住所 （〒    ―      ） 

 

 

 

電話番号 

携帯電話 

F A X 

E-ma i l  

家 

族 

構 

成 
氏 名 子どもとの続柄 年 齢 同居別居の別 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

プロフィール 

※このシートは保護者が記入します 

（施行令第 11 条・12 条通知関係 参考様式②） 
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山梨県相談支援ファイル「サポートノート」 

 

 

 

 

<妊娠中及び出産時の状況について> 

 

 妊 娠 中 の 健 康 状 態 ： 異 常 (  なし ・ あり         ) 

 妊 娠 期 間 ：（        ）週 

 出 生 時 体 重 ：（        ）ｇ 

 分娩及び出産時の状況：（ 正常分娩 ・ その他                  ） 

           ： 仮 死    （ なし ・ あり ） 

                      ： 保育器に入った（ なし ・ あり    日間） 

                      ： 黄 疸    （ ふつう ・ つよい ） 

 

 

<乳幼児期の様子について> 

 

 

 お子さんの栄養状態 ：（ 母乳 ・ ミルク ・ 混合  ） 

          ：（ よく飲んだ ・ ふつう ・ あまり飲まなかった ） 

 普段の様子 ：（ ふつう・泣いてばかりいる・おとなしく寝てばかりいる  ） 

 目で物を追う：     か月頃   ◆ あやすと笑う：     か月頃 

 首 の す わ り：     か月頃   ◆ 寝返りをうつ：     か月頃 

 ハ イ ハ イ：     か月頃   ◆ ひ と り 立 ち：     か月頃 

 歩 き は じ め：     か月頃   ◆ ことばの出はじめ：     か月頃 

 人 見 知 り：（ あった     か月頃 ・ なかった ） 

 

生 育 歴 

※このシートは保護者が記入します 
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山梨県相談支援ファイル「サポートノート」 

＜幼児健診の様子について＞ 

◆１歳６か月健診での様子 

 

 

 

◆３歳児健診での様子 

 

 

 

◆５歳児健診での様子 

 

 

 

 

＜幼稚園・保育所等での生活の様子について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜児童期（６歳～１２歳）の生活の様子＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※このシートは保護者が記入します 

 発   育 ：（  よい ・ ふつう ・ わるい  ） 

 幼稚園等への通園 ：（  幼稚園 ・ こども園 ・ 保育所 ・ その他の施設  ） 

       （ 満    歳    か月頃 ）から 

 友達との関わり ：(  よく遊ぶ ・ あまり遊ばない ・ まったく遊ばない  ) 

 発   育 ：（  よい ・ ふつう ・ わるい  ） 

 就   学 ：(  正規 ・ 猶予  )  猶予期間（   ）年間 

                     理由（           ） 

 登   校 ：（ よろこんで登校する ・ 時々登校をいやがる ・ 登校をいやがることが多い ） 

 出 席 状 況 ：(  ほとんど休まない ・ ふつう ・ よく休む   ) 

 転   校 ：(  あり ・ なし  ) 
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山梨県相談支援ファイル「サポートノート」 

＜今までにかかった大きな病気などについて＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※このシートは保護者が記入します 

疾病名 

 

 

所持している手帳（等級等） 

 身体障害者手帳  有 ・ 無 

・障害名（                      ） 

 障害の部位（                       ） 等級（    級） 

 障害の部位（                       ） 等級（    級） 

  障害の部位（                       ） 等級（    級） 

    障害の部位（                       ） 等級（    級） 

・身体障害者等級表による級別     （     ）級 

・旅客鉄道株式会社旅客運賃減額   第（     ）種  身体障害者 

 

 

 療育手帳  有 ・ 無 （  A1 ・ A-2a ・ A-2b ・ A3 ・ B1 ・ B2 ） 

主な既往症 

 病   名 ： （                          ） 

 かかった時期 ： （ 満    歳    か月頃 ） 

 病   状 ： （                          ） 

 治   療 ： （                          ） 

 予   後 ： （                          ） 

 そ の 他 

 

 

投薬の状況 
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山梨県相談支援ファイル「サポートノート」 

 

 

 

◆お子さんに関わる、これまでの相談の経過などについて記入します。 

時  期 

（年  齢） 
こ れ ま で の 様 子 や 経 過 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

◆医学的治療及び訓練等 

内 容 開始時期 医療機関名 担当医師名 

 歳 ヶ月～  歳 ヶ月   

 歳 ヶ月～  歳 ヶ月   

 歳 ヶ月～  歳 ヶ月   

 歳 ヶ月～  歳 ヶ月   

◆関係機関による教育相談・体験学習等 

年 月 日 関係機関名 内       容 

   

   

   

   

 

 

これまでのあゆみ 

※このシートは保護者が記入します 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式③） 

学校教育に関する事項  

児童生徒氏名  記入者職氏名           ○印 

在 籍 学 級 

該当番号に○印 

１ 通常の学級 

通級による指導の有無 無 ・ 有 （指導開始の時期：    ） 

（ ①言語障害 ②発達障害 ③情緒障害 ④難聴 ） 

２ 特別支援学級 （ ①知的障害 ②肢体不自由 ③病弱虚弱 ④自閉症・情緒 ⑤弱視  ⑥難聴 ） 

学  習  の  状  況 

 

生  活  の  状  況 

 

 

 

 

 

 

出席状況 
良・普通・不

良 

（不良の場合の理由等） 

 

 

健康に関する状況（健康上留意すべき事項等） 

 

諸検査の状況 

検 査 名                  

実施年月日      年  月  日 

検査結果(                         )  

※１ 担任教諭が記入してください。 

※２ 「学習の状況」欄は評価を含めた学習の状況について、「生活の状況」欄は日 

常生活の状況について、それぞれ具体的に記入してください。 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式④) 

幼児の保育・教育の状況 

幼 児 氏 名        記入者職氏名             ○印 

 

在籍する幼稚園等名  

入 園 年 月 日           

出 席 の 状 況           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育・教育の状況 

【身辺自立への対応】※着替え・食事・排泄等 

 

 

 

 

 

【他児との関わり】 

 

 

 

 

 

【活動等への取り組みの状況】 

 

 

 

 

 

【その他】※園等での生活において、特別な配慮点等があれば 

記入。 

※ 障害児保育等に係る

特別な加配等の状況が

あれば記載ください。 

 

 

※１ 担任教諭・保育士が記入してください。 

※２ 幼稚園等における生活の状況について、具体的に記入してください。 

※３ 本様式は、同様の内容が記録された書類等の添付でも可。 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式⑤－ア）【視覚障害者用】 

専門的診断の記録 

児

童 

生

徒 

ふりがな     

氏  名                        

 

  年  月  日生

          （満  歳） 

性別 

 

男・女     

住  所 

 

診 断 名      

 

原 因      

 

発病年月日       年  月  日 

視 

 

力 

右  眼            （          ） 

左  眼                  （                    ） 

 

視 野 狭 窄      

 

  有  ・  無  ・  未検査 

 

眼底の異常 

 

  有  ・  無  ・  未検査 

前 眼 部 の      

異 常      

 

  有  ・  無  ・  未検査 

中間透光体 

異 常      

 

  有  ・  無  ・  未検査 

そ の 他 の      

視機能異常 
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矯正器具の 

使 用      
有 （ 眼鏡 ・ コンタクトレンズ ） ・ 無 

 
 

 

 
 

そ の 他 の      

身体の異常 

 

診断医の意見と指導事項 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     年  月  日 

                            医療機関名 

 

                            医 師 氏 名                        印 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式⑤－イ）【聴覚障害者用】 

専門的診断の記録 

児童 

生徒 

ふりがな     

氏  名                        

 

    年  月  日生

          （満  歳） 

性別 

 

男・女     

住  所 

 

診 断 名      
 

原 因       

発病年月日      年  月  日 

聴 

 

 

 

 

力 

 

測定年月日               年  月  日 

測定者氏名        

測定機器型名  

 

 

 

8000

8000

スピーカ 右 左

周波数（Ｈｚ）

聴力 右・・・○ 左・・・×

120

130

125 250 500 1000 2000 4000

80

90

100

110

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

1000 2000 4000

130

120

125 250 500

80

90

100

110

10

20

30

40

50

60

70

-10

0
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会

話

声 

理解（受聴） 
 ①小声でわかる ②大声でわかる 

 ③大声でもわからない 

表現（発語） 
  ①全く普通   ②大体わかる 

  ③ややわかる  ④全くわからない 

そ の 他 の      

検 査      

 

 

発 症 か ら      

現在までの      

経過と治療 

 

診断医の意見と指導事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      年  月  日 

                            医療機関名 

 

                            医 師 氏 名                        

 

 

印 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式⑤－ウ）【肢体不自由者用】 

専門的診断の記録 

 

児

童 

生

徒 

ふりがな     

氏  名                        

 

  年  月  日生

          （満  歳） 

性別 

 

男・女     

住  所 

 

診 断 名      

 

原 因      

 

発病年月日   年  月  日 

身

体

機

能 

上肢障害度 

 

下肢・体幹 

障 害 度 

 

言語障害度 

 

日常生活動作 

障  害  度 

 

随

伴

障

害 

視 覚 障 害        

 

聴 覚 障 害        
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身

体

機

能

改

善

の 

可

能

性 

２ 年 後       

 

 

 

小学校卒業時 

 

 

 

中学校卒業時 

 

 

将来の職業生活の 

可 能 性         

 

 

整形外科的処置の 

必 要 性         

 

診断医の意見と指導事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     年  月  日 

                            医療機関名 

 

                            医 師 氏 名                        

 

印 
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（施行令第 11 条・12条通知関係 参考様式⑤－エ）【病弱者用】 

専門的診断の記録 

児

童 

生

徒 

ふりがな     

氏  名                        

          

    年  月  日生 

            （満  歳） 

性別 

 

男・女     

 

住  所 

 

 

診 断 名      

 

 

原 因      

 

 

発病年月日        年  月  日 

 

家 族 歴      

 

   

 

既 往 歴      

 

   

 

検 査 所 見      
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そ の 他 の      

所 見      

 

 

発 症 か ら      

現在までの      

経過と治療      

 

診断医の意見と指導事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     年  月  日 

                         

    医療機関名 

 

                            医 師 氏 名                        

 

印 
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Ⅲ 山梨県教育支援委員会 

運営要項関係様式 
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山梨県教育支援委員会運営要項 

 
（趣旨） 
第１条 この要項は、山梨県教育支援委員会開催要綱に基づき、山梨県教育支援委
員会（以下「支援委員会」という。）の運営について必要な事項を定める。 
 
（意見を求める事項及び手続き） 
第２条 支援委員会の委員は、次に掲げる事項について意見を聴取する。 
(1) 障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育体制の整
備状況、その他の事情を勘案した総合的な判断に関すること。 

(2) 就学及び転学に係る市町村教育委員会等と保護者の意見が一致しない場合の
調整に関すること。 

２ 市町村教育委員会は、別紙第１号様式により、管轄する教育事務所を経由し、
教育委員会に助言を依頼することができる。 

３ 県立特別支援学校長は、別紙第２号様式により、県教育委員会に助言を依頼す
ることができる。 

４ 教育長は、前２項による依頼の内容について、支援委員会に情報の提供を依頼
することができる。 

５ 教育長の依頼を受けた支援委員会は、別紙第３号様式により、県教育委員会に
対して必要な情報の提供を行う。 

 
（構成員） 
第３条 支援委員会の委員は、次に掲げる者をもって充てる。 
  大学教授（教育学）、保育・療育関係者、こころの発達総合支援センター所

長、あけぼの医療センター所長、児童相談所長、総合教育センター所長、特別支
援学校長 

 
（委員以外の者の出席） 
第４条 開催要綱第４条５項に規定する医学、心理学、教育学等の専門的知識を有
する者は、次に掲げる者とする。 

  大学教授(心理学)、整形外科医、小児科医、眼科医、耳鼻咽喉科医、児童精神
科医、小児神経科医、歯科医、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理
士、その他会長が必要と認めた者 

 
（調査員） 

第５条 教育長は、特に必要があると認める場合は、調査員を依頼することができ
る。 
２ 調査員は、山梨県教育庁特別支援教育・児童生徒支援課職員、県総合教育セン
ター職員、特別支援学校特別支援教育コーディネーター等の中から依頼する。  

３ 調査員は、支援委員会から依頼があった調査事項に対して、調査及び資料の収
集を行い、支援委員会に報告する。 

 
附 則 
 この要項は、平成２６年９月１日から施行する。 
 この要項は、平成２９年４月１日から施行する。 
この要項は、令和 ２年４月１日から施行する。 

この要項は、令和 ３年４月１日から施行する。 
この要項は、令和 ４年４月１日から施行する。 
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第１号様式 

  就学に関する助言依頼書    秘   

※この欄は記入しない 

 № 

 
児

童 

生

徒 

ふりがな     

氏  名                        
  年  月  日生 

      （満  歳） 

※年齢は、翌年３月３１日現在 

性別 

 

男・女     

在籍する学校及び学年又は幼稚園等 

保 

護

者 

ふりがな     

氏  名 
児童生徒との続柄 

郵便番号     － 

住  所 

 

電話番号      －      －       

依

頼 

事

項 

※該当する項目に○をする(複数選択可)。 

（ ）障害の状態 

（ ）教育上必要な支援の内容 

（ ）地域における教育体制の整備 

（ ）就学及び転学に係る保護者との合意形成に関すること 

（ ）その他 

【具体的内容】 

【添付書類】 

   ・施行令第11条・12条通知関係参考様式① 

   ・施行令第11条・12条通知関係参考様式② 

   ・施行令第11条・12条通知関係参考様式③～⑤のうち必要な書類 

  

上記のことについて、助言を依頼します。 

  

     年  月  日 

 山梨県教育委員会教育長  殿 

                       市町村教育委員会教育長   
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第２号様式 

  就学に関する助言依頼書   秘   

※この欄は記入しない 

 № 

 
児

童 

生

徒 

ふりがな     

氏  名                        
  年  月  日生 

      （満  歳） 

※年齢は、翌年３月３１日現在 

性別 

 

男・女     

在籍する学校及び学年又は幼稚園等 

保 

護

者 

ふりがな     

氏  名 
児童生徒との続柄 

郵便番号     － 

住  所 

 

電話番号      －      －       

依

頼 

事

項 

※該当する項目に○をする(複数選択可)。 

（ ）障害の状態 

（ ）教育上必要な支援の内容 

（ ）地域における教育体制の整備 

（ ）就学及び転学に係る保護者との合意形成に関すること 

（ ）その他 

【具体的内容】 

【添付書類】 

   ・施行令第11条・12条通知関係参考様式② 

   ・第４号様式 

・施行令第11条・12条通知関係参考様式③～⑤のうち必要な書類 

  

上記のことについて、助言を依頼します。 

  

     年  月  日 

 山梨県教育委員会教育長  殿 

                       特別支援学校長   
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第３号様式 

就学に関する助言票   秘 

児 童 生 徒      

ふりがな     

氏  名 

 

   年   月   日生 （満   歳） 

性別 

 

男・女     

在籍する学校及び学年又は幼稚園等 

保 護 者      

ふりがな                                    

氏  名 

郵便番号     － 

住  所 

 

電話番号      －      － 

＜聴覚に障害のある方＞ 

  ＦＡＸ    －      － 

又は Mail                           

作成年月日   年  月  日 

【助言の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり、報告します。 

  

     年  月  日 

  

 山梨県教育委員会教育長  殿 

 

山梨県教育支援委員会会長   
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第４号様式 

学習・生活状況等報告書 秘   

児童生徒氏名  記入者職氏名          ○印  

在 籍 学 校 
   山梨県立         学校 

       学部（       ）  学年（  ）年 

学

習

面

の

状

況 

 

 

 

生

活

面

･

行

動

面

の

状

況 

 

 

 

特

記

事

項 

 

保

護

者

の

考

え 

 

 

 

 

 

 

 

※ 担任教諭が記入してください。  
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Ⅳ 教育支援アドバイザーに関する様式 
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別紙１ 

 

インクルーシブ教育推進事業に係るインクルーシブ教育相談支援チーム 

「教育支援アドバイザー」派遣について 
 

山梨県総合教育センター 

１ 概要 

幼児児童生徒の就学や転学，学習指導や支援において，課題が解決・改善されない困難な事

例について，総合教育センター相談支援センター特別支援教育担当（以下，「センター」とい

う。）及び特別支援教育・児童生徒支援課特別支援教育担当が学校等を訪問し，当該幼児児童

生徒（以下，「対象者」という。）を観察し，課題の解決に向けた援助･助言をする。必要に応じ

て特別支援教育コーディネーター等（｢等」は理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、言語聴

覚士（ＳＴ）、視能訓練士（ＯＲＴ）、歩行訓練士及び心理士（以下「外部専門家」という。）を

帯同させることもある。また，必要がある場合には，保護者との懇談にも同席する。 

なお，訪問時間は 9：00～12：00，又は 13：00～16：00 を基本とし，１回の訪問につき１事

例を原則とする。 

 

２ 対象 

就学や転学，学習指導や支援に係る課題を，解決・改善することが難しい困難な事例を対象

とする。 

 

３ 派遣までの流れ 

（１）学校等 

① 幼稚園等，小・中学校，高等学校等（以下，「対象校」という。）においては，校内委員会

で校内支援体制を整えるとともに，特別支援学校のセンター的機能を活用して校内支援を

行う。 

② 対象校から要請を受けた特別支援学校は，センター的機能による相談支援を行う。訪問支

援においては，必要に応じて「外部専門家」を帯同させることもある。 

③ 特別支援学校コーディネーターが，対象校の要請内容により「教育支援アドバイザー」に

よる相談支援が必要であると判断した場合は（教育支援アドバイザーの利用については，

訪問支援等のセンター的機能発揮を条件としない），総合教育センターに相談した上で，

教育支援アドバイザーの利用について対象校に提案する。 

④ 対象校では，校内委員会で協議・検討し，「教育支援アドバイザー」の要請の必要がある場

合は，対象者の保護者の同意を得た上で，市町村（組合）教育委員会に連絡し，要請につ

いて協議する。 

⑤ 「教育支援アドバイザー」要請のため，派遣日の日程表や対象者に関する個別の資料（別

紙３）を市町村（組合）教育委員会に提出する。 

（２）市町村（組合）教育委員会 

 ① 市町村（組合）教育委員会の担当者は，学校と連携しながら対象者について詳細に状況を

把握する。 

 ② 「教育支援アドバイザー」を要請する場合は，センターに電話連絡し，訪問日等を調整す

る。 

③ 派遣要請様式（別紙４参考様式参照 要公印）に，当該学校から提出を受けた別紙３及び

当日の日程表を添え，「親展」と朱書きの上，センターあてに郵送又は持参する。 

④ 教育支援アドバイザー訪問当日は，市町村（組合）教育委員会の担当者も同席する。教育

事務所からのケースの場合は教育事務所の担当者も同席する。 

 
 教育支援アドバイザー派遣要請先：〒406-0801 山梨県笛吹市御坂町成田 1456  

TEL･FAX 055-263-4606(直) 
山梨県総合教育センター相談支援センター特別支援教育担当 
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別紙２ 

教育支援アドバイザーの派遣要請について（学校等用） 

 

山梨県総合教育センター 

 

１ 確認事項 

・教育支援アドバイザー派遣要請の前に，各特別支援学校のセンター的機能を活用し，地域支援相

談担当に相談してください。それを受け，就学や転学，学習面生活面に係る困難事例等について，

市町村（組合）教育委員会を通して教育支援アドバイザーに訪問支援を要請してください。 

・訪問は午前（9：00～12：00），または午後（13：00～16：00）を基本とします。 

・１回の訪問で１事例を原則とします。 

  

２ 派遣要請に伴う準備内容等 

  教育支援アドバイザーの訪問にあたり，各学校等においては以下の準備をお願いします。 

① 現在の状況・課題について，校内委員会で協議・確認しておく。 

② 教育支援アドバイザーから助言を求めることについて，保護者の同意を得ておく。 

③ 指導経過，現在の課題，保護者の要望，これからの指導方針など，対象となる幼児児童生徒

についての個別資料を作成する。なお，資料作成においては，個人が特定できないように名

前はイニシャル記載とする。 

④ 特別支援学級への入級，特別支援学校への入学・転学の検討も含む場合は，各市町村（組合）

教育委員会の就学担当者にも必ず同席していただくよう依頼しておく。 

⑤ 次の例を参考に，当日の日程表を作成しておく。 

  

 
 
 
 

日程表（学校への訪問例） 

９：００～ ９：２０ 校長への挨拶，日程確認（当該校コーディネーター同席） 

９：３０～１０：３０ 授業等の見学 

１０：４０～１１：００ 学校との相談 

             管理職，コーディネーター，学級担任，教育委員会担当者等から 

経過，課題，今後の対応等についての説明を受け，保護者との懇 

談の内容を確認する。 

１１：１０～１１：４０ 保護者を交えての懇談 

            ［参加者］管理職，当該校コーディネーター，学級担任，保護者， 

市町村（組合）教育委員会，教育支援アドバイザー 

［進 行］（学校） 

○現在の支援状況について説明（担任，又はコーディネーター） 

○学校の今後の支援方針の説明 

○保護者からの要望・意見 

○教育支援アドバイザーからの助言 

１１：４５～１２：００ 今後の対応についての確認 

            保護者帰宅後，必要に応じて今後の対応について確認する。 
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別紙３ 

個  別  資  料 

記入者職・氏名 （          ・          ） 

 

氏

名 
イニシャル 

園・学

校名 
 年   組 男・女 

家庭状況 

（構成・家での様子） 

 

 

 

 

相
談
し
た
い
こ
と 

主に相談したいこと 学習／行動面／対人関係／発音／動き（粗大・微細）／その他 

 

 

 

 

経 

 

 

 

 

過 

 

 

 

 

 

 

他機関での療育歴  無／有 → 療育機関名            年齢    才～   才 

 

生育歴上特記すべきこと（例／歩き始めが遅かった・中耳炎を繰り返していた等） 

 

 

主たる診断名              診断機関               

発達検査データ  無／有   年齢     検査機関             

検査名          数値               

通級指導教室を利用している場合      年  月から    指導頻度：週あたり  時間 

 

指導経過と問題点（幼児児童生徒の様子，園・学校で支援していること，ケース会議等で話し合われたことなど） 
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別紙４ （市町村教育委員会からの教育支援アドバイザー派遣要請 参考様式） 

 

 

発 第       号  

令和  年  月  日 

山梨県総合教育センター所長 殿 

 

 教育委員会教育長  印  

 

 

教育支援アドバイザーの派遣について（依頼） 

 

このことについて，次により（職・氏名   ）の派遣をお願いいたします。 

 

１ 要請内容 

（１） 日時    令和  年  月  日(  )    ：  ～  ：   

（２） 場所    派遣先名                          

住   所                          

電話番号                          

（３） 主訴（主に相談したいこと） 

                                            

                                            

                                            

 

＜ ※ 以下について，該当項を「■」にすること。＞ 

（４） 内容    □ 幼児児童生徒の観察・助言 

□ ケース会議における助言 

□ 幼児児童生徒に係る指導・支援 

          □ 保護者との教育相談 

□ 関係機関における支援会議等への出席 

□ その他（             ） 

           

（５） 添付書類等 □あり □なし 

※ 添付書類名                                   

 

（６） 保護者の承諾の有無  □あり □なし             

 

２ 連絡事項等 

                                             

                                             

 

３ 依頼担当者（特別支援教育コーディネーター等） 

   職・氏名                     

   連絡先  ①ＴＥＬ             ②ＦＡＸ                

        ③Mail               
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Ⅴ 特別支援学級編制及び 

通級指導教室の設置に関する様式 
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特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関する提出書類について 

 

山梨県教育委員会 

特別支援教育・児童生徒支援課 

 

１ 障害のある児童生徒等の「学びの場」の決定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年７月「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教

育の推進（報告）」に基づき、インクルーシブ教育システムの構築のためには、障害のある子供と障

害のない子供が、可能な限り同じ場で共に学ぶことを目指すべきであり、その際には、それぞれの

子供が、授業内容を理解し、学習活動に参加している実感・達成感をもちながら、充実した時間を

過ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうかという最も本質的な視点に立つことが重要であ

る。また、障害者基本法第１６条「国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、

かつ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童

及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方

法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。」に基づき、障害のある子どもが

通常の学級で学ぶことができるよう、可能な限り配慮していくことを基本として、適切に「学びの

場」の検討を行うことが重要である。これらのことから、障害があるからといって、通級による指

導の利用、特別支援学級入級の検討につなげるのではなく、まずは個々に必要な支援を通常の学級

で行うことが重要である。 

 

（１）通級による指導の対象となる障害の種類及び程度 

 学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定に基づき、通級による指導を行う場合の障

害の種類及び程度については、「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について

（通知）」（平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号）に示されている。対象となる児童生

徒等のうち、その者の障害の状態、教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状

況その他の事情を勘案して、通級による指導を受けることが適当であると認める者を対象として、

適切な教育を行うこととされている。 

 障害の判断に当たっては、障害のある児童生徒等に対する教育の経験のある教員等による観察・

検査、専門医による診断等に基づき教育学、医学、心理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと。

その際、通級による指導の特質に鑑み、個々の児童生徒等について、通常の学級での適応性、通級

による指導に要する適正な時間等を十分考慮することが必要である。 

 

障害のある児童生徒等の学びの場の決定に当たっての基本的な考え方 
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（２）小学校、中学校の特別支援学級への就学 

特別支援学級を置くことができる障害の種類については、学校教育法第８１条第２項に示されて

いる。また、対象となる障害の程度については、「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫し

た支援について（通知）」（平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号）に示されている障害

の程度の児童生徒等のうち、その者の障害の状態、教育上必要な支援の内容、地域における教育の

体制の整備の状況その他の事情を勘案して、特別支援学級において教育を受けることが適当である

と認める者を対象として、適切な教育を行うこととされている。 

障害の判断に当たっては、障害のある児童生徒等に対する教育の経験のある教員等による観察・

検査、専門医による診断等に基づき教育学、医学、心理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと

が必要である。 

 

（３）小学校、中学校での「学びの場」の変更 

就学時に、小学校段階６年間、中学校段階３年間の学校や学びの場が固定されてしまうわけでは

ない。就学後の学びの場をスタートにして、可能な範囲で学校卒業までの子供の育ちを見通しなが

ら、小学校段階６年間、中学校段階３年間の学びの場の柔軟な見直しができるようにしていくこと

が必要である。 

そのためには、子供一人一人の発達の程度、適応の状況、各教科等の学習の習得状況、自立活動

の指導の状況、交流及び共同学習の実施時間数の状況等を勘案しながら、学びの場の変更ができる

ことを、保護者を含めた全ての関係者の共通理解とすることが重要である。その上で、市町村（組

合）教育委員会が定期的に教育相談を実施し、個別の教育支援計画や個別の指導計画に基づく関係

者による会議などを行い、それらの計画を適切に評価しながら、対象となる子供の教育的ニーズの

整理と必要な支援の内容を検討・確認し、必要に応じて教育支援委員会等の助言を得つつ、学びの

場の柔軟な見直しに努めていく必要がある。 

なお、本人及び保護者と市町村（組合）教育委員会や学校等で学びの場の変更について合意形成

が図られた後、最終的には市町村（組合）教育委員会が、子供の学びの場の変更を決定するもので

ある。 

学びの場の見直しについては、関係者による会議などにおいて、子供の状況を適切に評価しなが

ら、子供の教育的ニーズの整理と必要な支援の内容を検討した上で判断するものであり、最初に学

びの場の変更について定めた上で決定するものではない。 

 

 

根拠・参考資料 

・「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知）」（平成２５年１０

月４日付け２５文科初第７５６号） 

・「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月文部科学省初等中等教育局特別支援教育課） 

・「障害のある子どもの就学支援ハンドブック」（山梨県教育委員会） 

・「特別支援学校、特別支援学級及び通級による指導の対象となる障害の種類及び程度」（山梨県

教育委員会） 

・「山梨県公立小中学校特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関する留意事項」（山梨県教育

委員会） 
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２ 特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関する提出書類 

・別紙一覧表のとおり提出する。 

  ・市町村（組合）教育委員会から県教育委員会への提出書類については、「市町村（組合）教育

委員会意見書（参考様式①）」以外は写しを提出する。 
 

３ 提出書類を作成する際の留意点 

  ・市町村（組合）教育委員会は、対象児童生徒の就学先となる学校関係者と十分に連携し、作

成する。 

  ・受け入れる学校関係者は、対象児童生徒等が在籍している幼稚園等及び小・中学校等を訪問

しての授業等の観察、保護者との教育相談等、障害の状況を十分に把握した上で書類の作成

を行う。 

  ・障害の状況を把握する際には、文部科学省「障害のある子供の教育支援の手引」を参考にす

る。 

  ・書類の作成者は、指定がある場合以外は次年度在籍校教職員とする。 

 

４ 提出書類 

（１）公立小学校・中学校特別支援学級編制計画書 

  ・市町村（組合）教育委員会は、管下の小・中学校における特別支援学級の編制について、全

体を網羅し、必要事項を記述する。 

  ・卒業、転出等により在籍児童生徒がいなくなる場合は、一旦は閉級扱いとし、新たに入級す

る児童生徒がいる場合は新設扱いとする。 

  ・「新入級の有無」欄の記入については、新入級児童生徒がいる場合に「有」とする。小学校で

特別支援学級に在籍していて、中学校でも引き続き同じ障害種で特別支援学級に在籍する場

合は、新入級とはしない。 

  ・通級指導教室については、記載しないこと。 

  ・「新設する特別支援学級一覧」「閉級する特別支援学級一覧」も併せて作成し、提出する。 

  ・桃色セルには、作成日を記載する。 

  ・１２月上旬までに１１月末時点の計画書を特別支援教育・児童生徒支援課特別支援教育担当

あてに電子データで提出をする（提出日の詳細については、年度毎に通知する）。 

  ・提出後に変更がある場合は、その都度提出する。 

  

（２）教育委員会意見書【参考様式①】 

・管内の小・中学校における特別支援学級編制の状況、必要性等について、全体を網羅し記述

する。 

・特別支援学級を新設・閉級する場合には、その理由を簡潔に記述する。 

 

 （３）学校長意見書【参考様式②】 

  ・特別支援学級編制の状況、必要性等について、全体を網羅し記述する。 

 

 （４）理由書【参考様式③】 

  ・通常の学級から特別支援学級へ入級する場合（中学校から特別支援学級に在籍する場合も含

む。）又は特別支援学級から退級する場合については、その必要性及び指導や保護者との対

応の経過等について記述し提出する。入級の場合は、小学校就学前の状況、就学時の状況、

保護者との対応の経過を含め、なぜ通常の学級から特別支援学級に入級することになったの

か、その経緯が明確になるように記述する。退級の場合は、退級後の対応について記述する。 

・様式を参考の上、入級か退級か分かるように体裁を整えること。 
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 （５）【様式１－１】特別支援学級編制に関する在籍児童生徒一覧 

  ・記載者は、児童生徒が在籍を予定している当該校の職員とする。 

・【令和  年度】内に年度を記入する。 

・特別支援学級毎に作成し、障害種は、水色セルのプルダウンリストから選択する。 

・在籍児童生徒数が８人以上で２学級編制になる場合は、学級毎に作成する。 

・前年度から継続して在籍する者については、番号を○で囲む。（次年度中学校１年生で、現在

と同じ障害種で入級する場合は「継続」扱いとする。） 

・児童生徒名については下学年から順に記載する。 

  ・学年は、翌年度４月１日現在の学年とする。 

  ・「障害の状況」の欄には障害種、病名、重複障害等の状況を記入する。診断書等がある場合は

診断名を記載し、診断書等がない場合には障害種を記載する。なお、【様式２】の障害の状況

と一致させること。 

  ・知的障害特別支援学級にあっては、入級時の個別の知能検査の結果を記入する。ただし、そ

れ以外の特別支援学級においても個別の知能検査を実施している場合は、その結果を記入す

る。 

  ・「個別の教育支援計画」作成状況の欄には、作成済の場合に○を、保護者の同意済みの場合に

△、保護者の同意が得られない場合に●を記入する。現在作成されていても、新入学の場合

には改めて同意を得ることが必要となるため、△となる。なお、入級の同意を得る際に「個

別の教育支援計画」について必ず説明し、作成の同意（口頭でかまわない。入学後に書面で

同意を得る。）を得ることが望ましい。 

  ・特別支援学級で行う授業については、欄の上段に記入し、それぞれの教科等名の後に週当た

りの授業時数を（  ）内に記入する。 

  ・特別支援学級担任が付き添って通常の学級との交流及び共同学習を行う場合は、欄の下段に

記入し、それぞれの教科等名の後に週あたりの授業時数を（  ）内に記入する。特別支援

学級担任が付き添わない授業については、記入しないこと。 

     

 （６）【様式１－２】通級による指導対象児童生徒一覧 

・通級指導教室設置校毎に作成する。 

・【令和  年度】内に年度を記入する。 

・「学年」は、翌年度４月１日現在の学年とする。 

・「対象障害種」、「新規・継続」、「利用形態」の欄は、プルダウンリストから選択する 

・「障害の程度・状況等」については、障害名が確定している場合は、その名称を記入し、

確定していない（疑いも含む。）場合については程度や状況を簡潔に記入する。 

  ・「週当たり指導時数」の欄は、指導時数（１単位時間に換算した指導時数）を記入する。 

 ・「個別の教育支援計画」作成状況の欄には、作成済の場合に○を、保護者の同意済みの場合に

△、保護者の同意が得られない場合に●を記入する。現在作成されていても、新入学の場合

には改めて同意を得ることが必要となるため、△となる。なお、通級指導教室利用の同意を

得る際に「個別の教育支援計画」について必ず説明し、作成の同意（口頭でかまわない。入

学後に書面で同意を得る。）を得ることが望ましい。（通級による指導においては在籍校で「個

別の教育支援計画」を作成する。） 

・ヒアリング時までに特別支援教育・児童生徒支援課特別支援教育担当あてに電子データでも

提出をする（提出日の詳細については、年度毎に通知する）。 

・担当教員の持ち時間数や教育相談の実施の状況等、教室の指導実績がわかる資料を添付する

こと。（当年度の１１月末現在までの実績がわかるもの） 
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 （７）【様式２】特別支援学級編制に関する児童生徒個別調査票 

・【令和  年度】内に年度を記入する。 

・番号は【様式１－１】の番号と一致させること。 

・Ａ４版一枚にまとめること。 

・記載者は、児童生徒が在籍を予定している当該校の職員とする。 

  ・「前籍校」の欄には、出身小学校、転校前の在籍校等を記入する。小学校においては空欄の場

合もある。 

・「障害の状況」の欄には、障害種、病名、重複等の状況を記入する。診断書等がある場合は診

断名を記載し、診断書等がない場合には障害種を記載する。なお、【様式１－１】の障害の

状況と一致させること。 

・「所持する手帳の名称及び等級及び次の判定年月日等」の欄には、「療育手帳」「身体障害

者手帳」「精神障害者保健福祉手帳」を所持している場合に手帳の名称と等級、次の判定

年月日等を記入する。 

・出欠席の状況は、当該年度の４月～１０月末までの状況を記入する。 

・「個別の知能検査の記録」の欄には、最新の検査結果を記載する。以前の検査結果等について

は、「個別の教育支援計画」に記載しておく。「個別の教育支援計画」が作成されていない児

童生徒については、以前の記録を「その他の検査」の欄に記載しておく。 

  ・「その他の検査」欄には、集団知能検査、他の個別検査を実施している場合その結果、以前受

けた個別検査の結果等を記入する。 

  ・「入級した学年」欄には、初めて特別支援学級に在籍をした学校種、学年を記入する。障害種

変更した場合は、障害種変更で入級した学校種、学年を記入し、「その他の記録」欄に以前の

障害種、入級期間を記入する。 

・「入級までの経緯」欄には、新たに入級を希望する児童生徒について、入級（入学）前に受け

ていた支援や指導の内容、経過を記入する。継続入級の際にも、空欄にせず入級時の記録を

残しておく。（ただし、入級時の記録が残っていない児童生徒についてはこの限りではない。） 

  ・「活動や学習の様子」欄には、身辺処理、行動面、学習面における障害による困難さの様子を

記入する。 

  ・「所見」欄には、対象児童生徒が特別支援学級に在籍することの理由や必要性、保護者の意向

等について具体的に記入する。 

  

（８）障害の状況等を示す書類（【様式３】等） 

①知的障害者及び知的障害を伴う障害がある場合 

・次のいずれかを提出する。 

ア）市町村（組合）教育委員会が認める検査結果を基に作成する「個別検査結果等に基

づく所見【様式３】」の写し 

イ）県総合教育センターが発行する「教育相談における所見」の写し 

ウ）児童相談所が発行する「意見書」の写し（児童相談所による継続指導を受けている

場合のみ。） 

エ）療育手帳所有者はその写し 

・就学先の決定について判断が困難な場合については、県総合教育センターの教育相

談を受けることを原則とする。 

         ②肢体不自由者、病弱・身体虚弱者、弱視者、難聴者の場合 

・医師の診断書（障害の程度や状況が分かるもの）の写しを提出する。 

   ③自閉症又はそれに類するものの場合 

・医師の診断書又は意見書の写し及び次のいずれかを提出する。 

ア）市町村（組合）教育委員会が認める検査結果を基に作成する「個別検査結果等に

70



 

基づく所見【様式３】」の写し 

イ）県総合教育センターが発行する「教育相談における所見」の写し 

   ④情緒障害者の場合 

・情緒障害の状況及びこれまでの経過等、障害の状況が分かるものを添付する。様式は定

めないが、次の４点は必ず記載する。 

①情緒障害の状態  

②これまで行ってきた特別な指導内容  

③これまで行ってきた合理的配慮  

④保護者、学校及び市町村(組合)教育委員会との相談の状況、校内委員会での検討事

項等 

また、文部科学省「障害のある子供の教育支援の手引」第３編２６６～２８４ページ

を熟読の上作成すること。 

・医師の診断書等は必要ない（あれば写しを添付する）が、児童生徒の状況により、県

総合教育センターが発行する「教育相談における所見」の写しを求める場合がある。  

  

（９）【様式４】特別支援学級在籍（予定）児童生徒の登校に関する状況報告書 

  ・特別支援学級に既に在籍している児童生徒又は特別支援学級への在籍を予定している児童生

徒で、当該年度の４月から１０月末までに１５日以上の欠席がある児童生徒に関して作成を

する。 

  ・欠席の理由、学校での取組（学校での指導、保護者や関係機関との連携の状況等）について、

簡潔に記述する。 

 

５ 個別検査等の実施について 

    山梨県においては特別支援学級入級検討時に、「障害のある子供の教育支援の手引」に記載

されている以下の検査を、市町村（組合）教育委員会が実施または依頼する。 

（１）知的障害が疑われる場合 

発達検査と適応機能検査を実施する。 

○発達検査（いずれか１つ） 

    WISC、田中ビネー 

     ○適応機能検査（どちらか１つ） 

新版 S-M 式社会能力検査、ASA 旭出式社会適応スキル検査 

（２）「療育手帳」を所持している場合 

 次の適応機能検査のどちらかを実施する。 

  新版 S-M 式社会能力検査、ASA 旭出式社会適応スキル検査 

（３）自閉症またはそれに類するものの場合 

  以下の発達検査のいずれかを実施し、実態把握を行う。 

    WISC、田中ビネー 

   また、知的障害が疑われた場合は、次の適応機能検査のどちらかを実施する。 

    新版 S-M 式社会能力検査、ASA 旭出式社会適応スキル検査 

 上記以外の検査で児童生徒の状況を把握するときには、県教育委員会に、事前に相談すること。 
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特

別
支

援
学

級
編

成
及

び
通

級
指

導
教

室
設

置
に

関
す

る
提

出
書

類
一

覧
表

１
　

特
別

支
援

学
級

編
成

に
関

す
る

提
出

書
類

一
覧

表

在
籍

児
童

生
徒

新
入

級
児

童
生

徒
障

害
種

変
更

継
続

在
籍

通
常

⇒
特

学
特

学
⇒

特
学

提
出

書
類

様
式

※
１

※
２

※
３

公
立

小
学

校
・

中
学

校
特

別
支

援
学

級
編

制
計

画
書

指
定

様
式

市
町

村
（

組
合

）
教

育
委

員
会

意
見

書
【

参
考

様
式

①
】

○
○

○
○

○
○

○

学
校

長
意

見
書

【
参

考
様

式
②

】
○

○
○

○
○

○
○

学
校

長
理

由
書

【
参

考
様

式
③

】
○

○
○

特
別

支
援

学
級

編
成

に
関

す
る

在
籍

児
童

生
徒

一
覧

【
様

式
１

－
１

】
○

○
○

○

特
別

支
援

学
級

編
成

に
関

す
る

児
童

生
徒

個
別

調
査

票
【

様
式

２
】

○
○

○
○

障
害

の
状

況
等

を
示

す
書

類
　

　
　

※
４

【
様

式
３

】
他

○
○

○

登
校

に
関

す
る

状
況

報
告

書
【

様
式

４
】

※
４

 
 
障

害
の

状
況

等
を

示
す

書
類

の
提

出
　

　

知
的

障
害

肢
体

不
自

由
病

弱
・

身
体

虚
弱

弱
視

難
聴

自
閉

症
又

は
そ

れ
に

類
す

る
も

の
情

緒
障

害
知
的
障
害
を
伴
う
場
合

個
別

検
査

結
果

等
に

基
づ

く
所

見
【

様
式

３
】

県
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
が

発
行

す
る

「
教

育
相

談
に

お
け

る
所

見
」

療
育

手
帳

児
童

相
談

所
が

発
行

す
る

「
意

見
書

」
　

　
※

５

医
師

の
診

断
書

（
障

害
の

程
度

や
状

況
が

分
か

る
も

の
）

○
○

○
○

医
師

の
意

見
書

（
障

害
の

程
度

や
状

況
が

分
か

る
も

の
）

情
緒

障
害

の
状

況
及

び
こ

れ
ま

で
の

経
過

等
、

障
害

の
状

況
が

わ
か

る
も

の
（

様
式

自
由

）
○

※
５

・
・

・
児

童
相

談
所

に
よ

る
継

続
指

導
を

受
け

て
い

る
場

合
の

み

２
　

通
級

指
導

教
室

設
置

に
関

す
る

提
出

書
類

一
覧

表

市
町

村
（

組
合

）
教

育
委

員
会

意
見

書
【

参
考

様
式

①
】

○

学
校

長
意

見
書

【
参

考
様

式
②

】
○

通
級

に
よ

る
指

導
対

象
児

童
生

徒
一

覧
【

様
式

１
－

２
】

○

教
室

の
指

導
実

績
が

わ
か

る
資

料
（

担
当

教
員

の
持

ち
時

間
数

や
教

育
相

談
の

実
施

の
状

況
等

）
（

様
式

自
由

）
○

市
町

村
（

組
合

）
教

育
委

員
会

ご
と

に
提

出

※
４

月
～

１
０

月
末

ま
で

に
１

５
日

以
上

欠
席

し
て

い
る

児
童

生
徒

に
つ

い
て

提
出

※
１

・
・

・
小

学
校

で
特

別
支

援
学

級
に

在
籍

し
て

い
て

、
中

学
校

で
も

引
き

続
き

同
じ

障
害

種
で

特
別

支
援

学
級

に
在

籍
す

る
場

合
も

含
む

※
２

・
・

・
小

学
校

で
通

常
の

学
級

に
在

籍
し

て
い

て
、

中
学

校
か

ら
特

別
支

援
学

級
に

入
級

す
る

場
合

も
含

む
※

３
・

・
・

小
学

校
で

特
別

支
援

学
級

に
在

籍
し

て
い

て
、

中
学

校
で

は
障

害
種

を
変

更
し

て
特

別
支

援
学

級
に

在
籍

す
る

場
合

も
含

む

対
象

児
童

生
徒

及
び

学
級

新
設

閉
級

新
就

学
児

童
退

級
児

童
生

徒

○
い

ず
れ

か
１

通
提

出

○
い

ず
れ

か
１

通
提

出

障
害

の
状

況

○
ど

ち
ら

か
１

通
提

出
あ

れ
ば

提
出

○
ど

ち
ら

か
１

通
提

出

ど
ち

ら
か

１
通

求
め

る
場

合
あ

り
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現在

市町村（組合）名

担当者名

電話番号

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

21 0

22 0

23 0

24 0

25 0

26 0

27 0

28 0

29 0

30 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0合　　計

番
号

学　　校　　名 学級等名(障害種別)

【令和　年度】

※ 欄が足りない場合は、未入力の
セル行をコピーし、【コピーしたセル
の挿入】から追加すること

新入級
の

有無

新設
継続

在籍予定人数

小学校
合計

中学校

公立小学校・中学校特別支援学級編制計画書
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【令和　年度】 現在

市町村（組合）名

担当者名

電話番号

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

0

新設する特別支援学級一覧

合　　計

番
号

学　　校　　名 学級等名(障害種別)

在籍予定人数

小学校 中学校
合計
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現在

市町村（組合）名

担当者名

電話番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

【令和　年度末】 閉級する特別支援学級一覧

番
号

学　　校　　名 学級等名(障害種別) 閉級する理由

閉級する学級数の合計 0 学級
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                               第   号 

令和 年 月 日 

 

山梨県教育委員会教育長 殿 

 

 

令和 年度 特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関わる意見書 

 

（市町村（組合）名）教育委員会 

教育長 

 

 

１ 各学校の特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関する意見 

 

 

２ 特別支援学級及び通級指導教室の適切な運営及び担当教員の専門性の向上を図るための取組 

 

 

（以下、必要に応じて記載） 

 

３ 特別支援学級を閉級するに当たって（特別支援学級を退級する児童生徒に関する）意見 

 

 

４ その他 

（※特記すべき事項あれば記入） 

 

 

  

【参考様式①】：市町村（組合）教育委員会意見書 
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                                 第   号 

令和 年 月 日 

 

（市町村（組合）名）教育委員会教育長 殿 

 

（市町村（組合）名）立（学校名）学校 

校長（校長名） 

 

 

令和  年度 特別支援学級編制及び通級指導教室設置に関わる意見書 

 

１ 特別支援学級設置及び通級指導教室設置の必要性に関する意見 

（※学級（教室）種別毎に記載） 

 （１）○○○○特別支援学級 

 

 （２）△△△△特別支援学級 

 

 （３）□□□□通級指導教室 

 

 

２ 特別支援学級及び通級指導教室の適切な運営に関する取組 

 （１）児童生徒の障害の状況に応じた適切な教育課程の編成に関する取組 

 

 （２）学校経営全体に位置づけた運営を図るための取組 

 

 

（以下、必要に応じて記載） 

 

３ 特別支援学級を閉級するに当たって意見 

 

 

４ その他 

（※特記すべき事項あれば記入） 

 

 

  

【参考様式②】：学校長意見書 
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令和  年度 特別支援学級編制に関わる児童生徒の入級（退級）に関する理由書 

 

                        （市町村（組合）名）立（学校名）学校 

                          校長 （  氏  名  ） 

 

１ 対象となる児童生徒名・学年等 

 （１）児童生徒名 

 （２）学年 

 （３）主となる障害名（障害の状況） 

 

２ 児童生徒の入級（退級）の必要性及び経過 

 （１）入級（退級）に至る経過 

 ※障害による困難さの状況、これまでの支援の状況、現在の学級での様子等、入級の必要性を判

断するに至った状況を、明確に記述する。 

 ※入級の場合は、小学校就学前の状況、就学時の状況、保護者との対応の経過を含め、なぜ通常

の学級から特別支援学級に入級することになったのか、その経緯が明確になるように記述する。 

 

 

（２）入級（退級）の必要性について 

※入級する児童生徒に必要な指導・支援及び教育課程の内容等について記述する。 

※必要に応じて、退級する児童生徒に対する退級後の対応について記述する。 

 

 

 

 

３ その他 

（※特記すべき事項あれば記入） 

 

  

【参考様式③】：入級及び退級に関する理由書 
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【
　
令
和
　
年
度
　
】

特
別
支
援
学
級
編
制
に
関
す
る
在
籍
児
童
生
徒
一
覧

障
害
種

学
校
名

　
　
立
　
　
　
学
校

ふ
り
が
な

左
の
う
ち
特
別
支
援
学
級
で
行
う
授
業
の
教
科
等
名

（
そ
れ
ぞ
れ
の
週
当
た
り
の
時
数
）

合
計

授
業
時
数

氏
　
名

左
の
う
ち
交
流
学
級
で
行
い
、
特
別
支
援
学
級
担
任
が
付
き
添
う
授

業
の
教
科
等
名
（
そ
れ
ぞ
れ
の
週
当
た
り
の
時
数
）

合
計

授
業
時
数

備
考

児
童
生
徒
の
週

当
た
り
の
総
授

業
時
数

「
個
別
の
教
育

支
援
計
画
」

作
成
状
況

知
能
指
数

（
Ｉ
Ｑ
）

※
　
記
載
に
当
た
っ
て
は
、
「
特
別
支
援
学
級
編
制
等
に
関
す
る
提
出
書
類
に
つ
い
て
」
を
参
照
の
こ
と
。

【
様
式
１
－
１
】

番
号
学
年

障
害
の
状
況
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学
校

名

番
号

学
 年

学
校

名
（

ふ
り

が
な

）

氏
　

　
　

　
名

対
象

障
害

種
週

当
た

り

指
導

時
数

「
個

別
の

教
育

支
援

計
画

」

作
成

状
況

利
用

形
態

新
 規

継
 続

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

※
　

指
導

時
数

は
小

学
校

は
４

５
分

、
中

学
校

は
５

０
分

を
１

単
位

時
間

と
す

る
。

（
例

：
６

０
分

の
指

導
は

、
小

学
校

は
１

．
３

、
中

学
校

は
１

．
２

単
位

時
間

。
）

※
　

記
載

に
当

た
っ

て
は

、
「

特
別

支
援

学
級

編
成

等
に

関
す

る
提

出
書

類
に

つ
い

て
」

を
参

照
の

こ
と

。

【
様
式
１
－
２
】
　

※
本

様
式

は
、

通
級

指
導

教
室

設
置

校
が

作
成

す
る

こ
と

。

通
級
に
よ
る
指
導
対
象
児
童
生
徒
一
覧

【
　
令
和
　
年
度
　
】

　
立

　
　

　
学

校

障
害

の
程

度
・

状
況

等
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  【
様

式
２

】
【

】

学
校

名

児
童

生
徒

名

前
籍

校
(

)
(

)

障
害

の
状

況

(
)

(
)

(
年

月
日

)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

S
-M

社
会

生
活

検
査

(
)

(
)

(
年

月
日

)

又
は

(
)

（
歳

月
)

（
歳

月
)

（
)

A
S

A
旭

出
式

社
会

適
応

ス
キ

ル
検

査
（

歳
月

)
（

歳
月

)
（

歳
月

)
（

歳
月

)
（

歳
月

)
（

歳
月

)

（
そ

の
他

の
検

査
）

(
)

(
)

入
級

し
た

学
年

検
査

名

欠
席

日
数

番
号

職
氏

名

出
席

す
べ

き
日

数

平
成

月
日

年

日
日

個
別

の
知

能
検

査

の
記

録

（
最

新
の

記
録

）

検
査

年
月

日

年
校

種
学

年
そ

の
他

の
記

録

検
査

名

検
査

名

検
査

者
名

※
　

記
載

に
当

た
っ

て
は

、
「

障
害

の
あ

る
子

ど
も

の
就

学
支

援
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
　

事
務

手
続

編
」

の
「

特
別

支
援

学
級

編
制

等
に

関
す

る
提

出
書

類
に

つ
い

て
」

を
参

照
の

こ
と

。

※
　

Ａ
４

版
１

枚
に

ま
と

め
る

こ
と

。

所
見

活
動

や
学

習
の

様
子

入
級

ま
で

の
経

緯

検
査

者
名

結
 果

検
査

機
関

年
度

生
年

月
日

出
欠

席
の

状
況

(4
月

～
1
0
月

)

特
別
支
援
学
級
編
制
に
関
す
る
児
童
生
徒
個
別
調
査
票

令
和

記
載

者
氏

名

所
持

す
る

手
帳

の
種

類
・

等
級

及
び

次
の

判
定

年
月

日
等

検
査

年
月

日
検

査
機

関

学
年

年
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【様式３】

【令和 年度】

1 対象児童生徒 氏名

2 在籍校・学年 立 学校 年

実施年月日 年 月 日

検査機関（場所）

検査者 職 氏名

検査名

実施年月日 年 月 日

検査機関（場所）

検査者 職 氏名

検査名

作成者 職 氏名

4 社会生活能力（スキル）検査結果

5 市町村（組合）教育委員会所見

印

検査結果

3 心理検査結果

検査結果

公立小学校・中学校特別支援学級編制に関する資料

個別検査結果等に基づく所見
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令和  年度 特別支援学級編制に係るヒアリング資料 

特別支援学級在籍（予定）児童生徒の登校に関する状況報告書 

（※４月～１０月末までに１５日以上の欠席がある児童生徒に関して作成） 

 

学校名    立      学校 

記入者              

 

児童生徒名                   

出席すべき日数 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合計 

        

欠席日数         

欠席の理由 

 

学校での取組 

 

特記事項 

 

 

【様式４】 
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Ⅵ 難聴の児童生徒に対する 

通級による指導実施要項関係様式 
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小中学校に在籍する難聴の児童生徒に対する 

  県立ろう学校における通級による指導 実施要項 

 

 山梨県教育委員会 

 

１ 目的 

この要項は、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条に基づき、小学校又は中学校の通常の学

級に在籍する難聴の児童生徒（補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者

で、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とするもの）に対して、障害によ

る学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服するための特別な指導を行うため、県立ろう学校（以下

「ろう学校」という。）が実施する通級による指導について定めるものとする。 

２ 通級による指導の内容 

(1) 障害による学習上または生活上の困難を改善し、又は克服することを目的とする指導（特別支援学

校の「自立活動」に相当）とし、 特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り

扱いながら行うことができる。 

(2) ろう学校に在籍する児童生徒と交流及び共同学習を行う。 

３ 通級による指導の形態 

(1) 通級による指導は、原則としてろう学校において行う。 

(2) ろう学校において、通級による指導を実施することが困難な場合は、次のとおりとする。 

① 市町村（組合）教育委員会は、ろう学校と相談の上、当該児童生徒の在籍する小中学校の区域又は

最寄りの言語障害を対象とする通級指導教室等（以下「拠点校」という。）を拠点校に指定して、

ろう学校の教員が訪問して通級による指導を行う。 

② 拠点校への通級が困難な児童生徒に対して、在籍校にろう学校の教員が巡回して指導を行う。 

４ 通級による指導に係る留意事項 

(1) 通級による指導は、原則として授業時間内に実施する。 

 (2) 通級による指導を受ける児童生徒が在籍する小中学校（以下「在籍校」という。）は、ろう学校が

主催する連絡会等に参加し、通級による指導担当者と十分に連携を図り、通級による指導の成果が

通常の学級での指導に活用されるよう留意する。 

 (3) 在籍校は、通級による指導を受ける児童生徒の個々の実態を的確に把握し、個別の教育支援計画や

個別の指導計画を作成し、効果的に活用する。 

 (4) 小学校から中学校に進学する際、中学校 1年生については、小学校でろう学校における通級による

指導を受けていた者であっても、新規として手続を行う。 

５ 指導時数 

通級による指導の時数は、年間３５単位時間から２８０単位時間（週１～８単位時間）を標準とする。 

６ 教育課程の編成及び指導要録の記載 

在籍校の校長は、ろう学校と連携し、当該児童生徒の教育課程（参考様式参照）を編成する。公立の

在籍校の校長は、編成した教育課程を市町村（組合）教育委員会教育長に提出する。 

指導要録の記載に当たっては、指導に関する記録の「総合所見及び指導上参考となる諸事項」の欄に、

通級による指導を受けた学校名（山梨県立ろう学校）、通級による授業時数、指導期間、指導内容や結

果等を、ろう学校から送付する指導記録に基づき記載する。 
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７  通級による指導の事務手続 

 事前の教育相談・協議 

  在籍校、保護者及びろう学校は、ろう学校における通級による指導の必要性について、事前に教育相

談・協議を行う。 

指導の開始（資料１参照） 

(1) 公立の在籍校の校長は、児童又は生徒に、ろう学校における通級による指導を受けさせる必要が

あるときは、市町村（組合）教育委員会に対し、その旨を通知する。       （様式１） 

(2) 市町村（組合）教育委員会、又は国・私立の在籍校の校長は、児童生徒がろう学校における通級

による指導を受けることが適当と認めるときは、県教育委員会に対し、その旨を通知する。                                                     

（様式２）                   

(3) 県教育委員会は、ろう学校と協議した上で、前項(2)の通知を受けた児童生徒について、市町村

（組合）教育委員会、又は国・私立の在籍校の校長あて、指導開始月等を通知する。また、新規

に通級を開始する児童生徒の氏名及び在籍校、指導開始月等をろう学校長あて通知する。                    

（様式３－１）（様式３－２） 

(4) 市町村（組合）教育委員会は、前項(3)の通知を受けて、指導開始月等を在籍校の校長あて通知す

る。                                  （様式３－３） 

(5) 市町村（組合）教育委員会、又は国・私立の在籍校の校長は、新規に通級を開始する児童生徒の

保護者に対し、指導の開始について通知する。                 （様式４）                       

(6) ろう学校長は、在籍校の校長及び県教育委員会に指導の計画書を提出する。    （様式５） 

(7) 公立の在籍校の校長は、教育課程の写しを市町村（組合）教育委員会に提出する。（参考様式） 

(8) 市町村（組合）教育委員会は、(7)の写しを県教育委員会に提出する。      （参考様式） 

指導の終了（資料２参照） 

(9) 公立の在籍校の校長は、保護者及びろう学校と協議し、当該児童生徒が、通級による指導を終了

することが適当と認めるときは、市町村（組合）教育委員会に、その旨を通知する。                               

（様式６－１）                                                               

(10) 市町村（組合）教育委員会は、当該児童生徒について、通級による指導を終了することが適当と

認めるときは、県教育委員会、当該児童生徒の在籍校の校長、保護者にその旨を通知する。国・私

立の在籍校の校長は、保護者及びろう学校と協議し、当該児童生徒が、通級による指導を終了する

ことが適当と認めるときは、県教育委員会、当該児童生徒の保護者にその旨を通知する。               

（様式６－２）（様式６－３） 

(11) 県教育委員会は、通級を終了する児童生徒の氏名及び在籍校をろう学校長あて通知する。 

                                   （様式６－４） 

                                       

８ その他 

(1) ろう学校及び拠点校への送迎は、保護者が行うものとする。また、通級に要する交通費は、就学

奨励費の規定に基づき支弁される。 

(2) 通級途上又は通級による指導中に児童生徒が事故にあったときは、当該保護者は、在籍校の校長を

通じて独立行政法人日本スポーツ振興センターに手続きを行い、給付を受けることができる。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２１年４月１日から施行する。 

平成２３年４月１日 ２項・３項・７項を一部改訂 

平成２４年４月１日 ２項・３項を一部改訂 

平成２８年３月２４日 ２項・３項・５項を一部改訂 

平成３０年４月１日 改訂 

令和 ５年４月１日 ３項を一部改訂 
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【資料１】指導の開始手続き 

                                公立小中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 

ろう学校 保護者 

在籍校（公立小中学校） 

市町村（組合）教育委員会 山梨県教育委員会 

教育相談 

連携・協議 

 

 

連携・協議 

①通知 

（様式１） 

②通知（様式２） 

③通知（様式３－１） 

④通知 

（様式３－３） 

③通知 

（様式３－２） 
⑤通知 

（様式４） 

※新規のみ 

山梨県教育委員会 

在籍校（国・私立小中学校） 

保護者 ろう学校 

教育相談 

連携・協議 

 

 

国立・私立小中学校 

①通知（様式２） 
③通知 

（様式３－１） 

⑤通知 

（様式４） 

※新規のみ 

連携・協議 

【小学校から中学校へ進学する際の留意事項】 

中学校１年生については、小学校でろう学校における通級による指導を受け

ていた者であっても、新規として手続を行う。 

⑥指導の計画 

（様式５） 

③通知 

（様式３－２） 

⑥指導の計画 

（様式５） 

⑦教育課程 

（参考様式） 

⑧教育課程（参考様式） 
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【資料２】指導の終了手続き 

                                公立小中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 国立・私立小中学校 

ろう学校 保護者 

在籍校（公立小中学校） 

市町村（組合）教育委員会 山梨県教育委員会 

教育相談 

連携・協議 

 

 

連携・協議 

①通知 

（様式６－１） 

②通知（様式６－２） 

山梨県教育委員会 

在籍校（国・私立小中学校） 

保護者 ろう学校 

教育相談 

連携・協議 

 

 

①通知 

（様式６－３） 

①通知 

（様式６－３） 

連携・協議 

②通知 

（様式６－２） 

③通知 

（様式６－４） 

②通知 

（様式６－４） 
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（様式１） 

                           ○○第       号 

                                                      年  月  日 

 

 ○○市町村教育委員会教育長 殿 

                                                 

                                   公立小中学校長 印 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定によ

り、ろう学校における通級による指導（ 新規・継続 ）が必要と考えられますので通知

します。 

  

 

学 校 名 

 

             立         学校    年     

（ふりがな） 

氏  名 

 

                                                     

 

住  所 

〒 

   

 

電話番号 

 

 

 

生年月日 

 

        年       月    日 生 

 

保護者氏名 
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（様式２） 

                           ○○第       号 

                                                      年  月  日 

 

 山梨県教育委員会教育長 殿 

                                                 

                             ○○市町村教育委員会教育長 印 

（国・私立小中学校長） 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定によ

り、ろう学校における通級による指導（ 新規・継続 ）が必要と判断しましたので通知

します。 

  

 

学 校 名 

 

             立         学校     年     

（ふりがな） 

氏  名 

 

  

 

住  所 

〒 

   

 

電話番号 

 

 

 

生年月日 

 

        年       月    日 生 

 

保護者氏名 
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（様式３－１） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 

 ○○市町村（組合）教育委員会教育長  殿    

 （ 国・私立小中学校長 殿） 

  

                        山梨県教育委員会教育長 印 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、ろ

う学校における通級による指導の対象となることを通知します。 

 

 

１ 児童生徒氏名 

 

２ 学校名・学年 

 

３ 指導開始月 

 

４ 指導時間 
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（様式３－２） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 

 ろう学校長  殿    

  

                                   教 育 長 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、新

規にろう学校における通級による指導の対象となることを通知します。 

 

 

児童生徒氏名 

 

学年 

 

生年月日 

 

  在 籍 学 校 名 

 

指導開始月 

 

指導時間 
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（様式３－３）新規用 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 小中学校（在籍校）長 殿 

 

 

                  ○○市町村（組合）教育委員会  教育長 印 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  貴校から通知のあった次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条

の規定により、ろう学校における通級による指導の対象となることを通知します。（新規） 

 

 

 １ 児童生徒氏名 

 

 ２ 学校名・学年 

 

 ３ 指導開始月（新規のみ） 

 

 ４ 指導時間 
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（様式３－３）継続用 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 小中学校（在籍校）長 殿 

 

 

                  ○○市町村（組合）教育委員会  教育長 印 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  貴校から通知のあった次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条

の規定により、ろう学校における通級による指導の対象となることを通知します。（継続） 

 

 

 １ 児童生徒氏名 

 

 ２ 学校名・学年 

 

 ３ 指導時間 
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（様式４） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

  保護者名 殿 

 

 

                   ○○市町村（組合）教育委員会教育長 印 

                       （国・私立小中学校長） 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、ろ

う学校における通級による指導を受けることを決定します。 

 

 

１ 児童生徒氏名 

 

２ 指導開始月 

 

３ 指導時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【留意事項】 

１ 保護者による送迎をお願いします。 

２ 通級日時等の詳細は、県立ろう学校と確認してください。 

３ 通級による指導に遅刻又は欠席する場合には、必ず県立ろう学校に連絡してください。 
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 （
様
式
５
）
 

 
 
 
年
度
 
ろ
う
学
校
に
お
け
る
通
級
に
よ
る
指
導
の
計
画
書

 

 

在
籍
校
名

 
 

校
長
名

 
 

所
在
地

 
 

電
話
番
号

 
 

  

№
 

氏
名

 
学
年

 

通
級
指
導
の
時
間
数

 

主
な
指
導
内
容

 

形
態

 

（
通
級
・
巡

回
）

 

指
導
期
間

 
担
当
者
名

 
通
級

 

方
法

 

所
要

 

時
間

 
週
当
た
り

 
曜
日

 
時
間
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（様式６－１） 

                                 年  月  日 

 

  ○○市町村（組合）教育委員会 教育長 殿 

  

                                             ○○市町村立（組合）○○小中学校長 

 

ろう学校における通級による指導の終了について 

 

   次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により実施

していた、ろう学校における通級による指導の必要がなくなったと判断しましたので通知し

ます。 

 

 

学 校 名 

 

             立         学校     年     

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

 

 

 

通級指導 

終了月日 

 

        年       月    日 
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（様式６－２） 

                           ○○第       号 

                                                        年  月  日 

 

山梨県教育委員会教育長 殿  

公立小中学校（在籍校）長 

保護者 

                                                 

                             ○○市町村教育委員会教育長 印 

 

 

ろう学校における通級による指導の終了について 

 

   次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により実施

していた、ろう学校における通級による指導を終了しましたので通知します。 

  

 

学 校 名 

 

             立         学校    年      

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

 

 

 

通級指導 

終了月日 

 

        年       月    日 
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（様式６－３） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

山梨県教育委員会教育長 殿 

保護者  

 

 

                           国・私立小中学校長 印 

                     

 

 

ろう学校における通級による指導の終了について（通知） 

 

 

   次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により実施

していた、ろう学校における通級による指導を終了しましたので通知します。 

  

 

学 校 名 

 

             立         学校    年    

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

 

 

 

通級指導 

終了月日 

 

        年       月    日 

 

 

 

 

 

 

 

 

99



 

 

（様式６－４） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 

 ろう学校長  殿    

  

                                   教 育 長 

 

 

ろう学校における通級による指導の終了について（通知） 

 

 

  次の児童生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により実施

していた、ろう学校における通級による指導を終了することを通知します。 

 

 

児童生徒氏名 

 

学年 

 

   在 籍 学 校 名 

 

指導終了月 
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（
参
考
様
式
）
 
 
 
年
度
 
ろ
う
学
校
に
お
け
る
通
級
に
よ
る
指
導

 
教
育
課
程

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
届
出
年
月
日

 
令
和
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 

在
籍
校
名

 
 

校
長

 
 

担
任

 
 

  №
 

氏
名

 
学
年

 

通
級
指
導
の
時
間
数

 

指
導
目
標
及
び
内
容

 
形
態

 

（
通
級
、
巡
回
）
 

指
導
期
間

 
通
級
に
よ
る
指
導

 

担
当
者
名

 

通
級

 

方
法

 

所
要

 

時
間

 
週
当
た
り

 
曜
日

 
時
間
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高等学校に在籍する難聴の生徒に対する 

   県立ろう学校における通級による指導実施要項 

 

 山梨県教育委員会 

 

１ 目的 

この要項は、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条に基づき、高等学校に在籍する

難聴の生徒（補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者で、通常の

学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とするもの）に対して、障害による

学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服するための特別な指導を行うため、県立ろう学校

（以下「ろう学校」という。）が実施する通級による指導について定めるものとする。 

 

２ 通級による指導の内容 

障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服することを目的とする指導（特別支

援学校の「自立活動」に相当）とし、特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内

容を取り扱いながら行うことができる。 

 

３ 通級による指導の実施形態 

通級による指導は、ろう学校の教員が当該生徒の在籍する高等学校（以下「在籍校」という。）

を巡回して行う。なお、指導を行う教員は、高等学校教諭免許状を有する者とする。 

 

４ 教育課程上の位置付け 

 (1) 通常の教育課程に「ろう学校における通級による指導」を加えて実施する。 

(2) 指導時間は協議して決定する。 

(3) 週当たりの指導時数・指導回数は生徒の状況に応じて、在籍校とろう学校が協議して決定

する。  

 

５ 単位認定 

(1) 授業時数３５時間を、１単位とする。ただし、年間７単位を超えない範囲とする。 

(2) 在籍校においては、生徒が学校の定める個別の指導計画に従って通級による指導を履修し、

その成果が個別に設定された指導目標から見て満足できると認められる場合には、当該学校

の単位を修得したことを認定しなければならない。 

(3) 在籍校においては、生徒が通級による指導を２以上の年次にわたって履修したときは、各

年次に当該学校の単位を修得したことを認定することを原則とする。ただし、年次途中から

通級による指導を開始するなど、特定の年度における授業時数が、１単位として計算する標

準の単位時間に満たない場合は、次年度以降に通級による指導の時間を設定し、２以上の年

次にわたる授業時数を合算して単位の修得の認定を行うことができる。また、単位の修得の

認定を学期の区分ごとに行うことができる。 

 

６ 教育課程の編成及び指導要録の記載 

在籍校の校長は、ろう学校と連携し、当該生徒の教育課程を編成する。 

また、指導要録の記載に関しては、指導要録の（学籍に関する記録）裏面の「各教科・科目

等の修得単位数の記録」の総合的な探究の時間の次に自立活動の欄を設けて修得単位数の計を

記載するとともに、（指導に関する記録）表面の「留学」部分に手書きで見え消し線を引き、

「自立活動」と修正して修得単位数を記載する。裏面の「総合所見及び指導上参考となる諸事

項」の欄には、通級による指導を受けた学校名（山梨県立ろう学校）、通級による授業時数、

指導期間、指導内容や結果等を、ろう学校から送付する指導記録に基づき記載する。 
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７  通級による指導の事務手続き 

事前の教育相談・協議 

  在籍校、保護者等及びろう学校は、ろう学校における通級による指導の必要性について、

事前に教育相談・協議を行う。 

 

指導の開始（資料１参照） 

(1) 在籍校の校長は、生徒がろう学校における通級による指導を受けることが適当と認めると

きは、県教育委員会に対し、その旨を通知する。（様式１）                                            

(2) 県教育委員会は、ろう学校と協議した上で、前項(1)の通知を受けた生徒について、在籍

校の校長あて、指導開始月等を通知する。また、新規に通級を開始する生徒の在籍校及び氏

名、指導開始月等をろう学校長あて通知する。（様式２－１）（様式２－２） 

(3) 在籍校の校長は、新規に通級を開始する生徒の保護者等に対し、指導の開始について通知

する。（様式３）   

(4) ろう学校長は、在籍校の校長に指導の計画書を提出する。（様式４） 

(5 ) 在籍校の校長は、通級による指導を受ける生徒の教育課程、指導の計画書（様式４）の写

しを県教育委員会あて届け出る。（様式５）                   

                                       

指導の終了（資料２参照） 

(8)在籍校の校長は、保護者等及びろう学校と協議し、当該生徒が、通級による指導を終了す

ることが適当と認めるときは、県教育委員会、当該生徒の保護者等にその旨を通知する。 

（様式６－１）（様式６－２）                                         

 (9) 県教育委員会は、通級を終了する生徒の在籍校及び氏名をろう学校長あて通知する。 

                                   （様式６－３） 

  

８ その他 

(1)在籍校は、ろう学校と十分に連携を図りながら指導を行うように留意する。 

 (2)在籍校は、通級による指導を受ける生徒の個々の障害の実態を的確に把握し、個別の教

育支援計画や個別の指導計画を作成し、効果的に活用するものとする。 

    

 

 

附 則 

 この要項は、平成３０年４月１日から施行する。 
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【資料１】指導の開始手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料２】指導の終了手続き                         

                                      

                     国立・私立小中学校 

  

山梨県教育委員会 

在籍校 

保護者等 ろう学校 

教育相談 

連携・協議 

 

 

①通知（様式

１） 

②通知 

（様式２－１） 

③通知 

（様式３） 

※新規のみ 

②通知 

（様式２－２） 

④提出 

（様式４） 

連携・協議 

⑤届出 

（様式４の写し、様式５） 

山梨県教育委員会 

在籍校 

①通知 

（様式６－２） 

連携・協議 

②通知 

（様式６－３） 

保護者等 ろう学校 

教育相談 

連携・協議 

 

 

①通知 

（様式６－１） 
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（様式１） 

 

○○第       号 

                                                      年  月  日 

 

 教 育 長 殿 

                                                 

山梨県立○○高等学校 

学校長名 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

  次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、 

ろう学校における通級による指導を新規に受けさせたいので通知します。 

  

 

所 属 名 

 

             高等学校（     科）    年     

（ふりがな） 

氏  名 

 

                                                       

 

住  所 

  〒 

 

電話番号 

 

 

 

生年月日 

 

          年       月    日 生 

 

保護者等氏名 
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（様式２－１） 

 

○○第       号 

                                                        年  月  日 

 

 県立○○高等学校長  殿    

  

教 育 長 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  貴校から通知のあった次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条

の規定により、ろう学校における通級による指導の対象となることを通知します。 

 

 

１ 生徒氏名 

 

２ 学校名・学年 

 

３ 指導開始月 

 

４ 指導時間 
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（様式２－２） 

 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

  

県立ろう学校長 殿 

 

 

 

教 育 長 

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  県立○○高等学校から通知のあった次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第

１４１条の規定により、ろう学校における通級による指導の対象となることを通知します。 

 

 

 １ 生徒氏名 

 

 ２ 学校名・学年 

 

 ３ 生年月日 

 

４ 指導開始月 

 

 ５ 指導時間 
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（様式３） 

○○第       号 

                                                          年  月  日 

 保護者等名 殿 

 

 

山梨県立○○高等学校 

学校長名      

 

 

ろう学校における通級による指導について（通知） 

 

 

  次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、ろう学校に

おける通級による指導を受けることを決定します。 

 

 

 １ 生徒氏名 

 

 ２ 学校名・学年 

 

 ３ 指導開始月 

 

 ４ 指導時間 
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  （
様
式
４
）
 
 
 
年
度
 
ろ
う
学
校
に
お
け
る
通
級
に
よ
る
指
導
の
計
画
書

 

 

在
籍
校
名

 
 

校
長

 
 

担
任

 
 

  

氏
名

 
学
年

 

通
級
指
導
の
時
間
数

 

指
導
内
容

 
形
態

 
指
導
期
間

 
通
級
に
よ
る
指
導

 

担
当
者
名

 
週
当
た
り

 
曜
日
・
時
間

 
単
位
数

 

 
 

 
 

 

 
巡
回
指
導
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（様式５） 

                             ○○第       号 

                                                          年  月  日 

 

山梨県教育委員会教育長 殿      

  

                                                   山梨県立○○高等学校  

校長名 

 

○○年度教育課程の編成について（届出） 

 

このことについて、「高等学校に在籍する難聴の生徒に対する県立ろう学校における通級

による指導実施要項」の規定により、次のとおり届けます。 

説明項目 項  目 

届出内容 

 

○ 学校が設定する特別の教育課程「通級による指導」について 

   

１ 障害に応じた特別の指導の名称 「自立活動」 

 

２ 目 標 

    

３ 単位数 

 

４ 対象生徒名・学年（年次）及び学科名 

     

５ 指導計画 

    ＊様式４の写し 

 

６ 評価規準 

    学校の定める個別の指導計画に従って通級による指導を履修し、その

成果が個別に設定された指導目標から見て満足できると認められる場合 
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（様式５：記入例） 

                             ○○第       号 

                                                          年  月  日 

 

山梨県教育委員会教育長 殿      

  

                                                   山梨県立○○高等学校  

校長名 

 

○○年度教育課程の編成について（届出） 

 

このことについて、「高等学校に在籍する難聴の生徒に対する県立ろう学校における通級

による指導実施要項」の規定により、次のとおり届けます。 

 

説明項目 項  目 

届出内容 

 

○ 学校が設定する特別の教育課程「通級による指導」について 

   

１ 「自立活動」 

 

２ 目 標 

    障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服する。 

 

３ 単位数 

35時間で 1単位とする。 

＊２以上の年次にわたる授業時数を合算して単位の認定を行うことも

可能とする。 

 

４ 対象生徒名・学年（年次）及び学科名 

     

５ 指導計画 

    ＊様式４の写し 

 

６ 評価規準 

    学校の定める個別の指導計画に従って通級による指導を履修し、その

成果が個別に設定された指導目標から見て満足できると認められる場合 

 

  

 

 

 

 

111



 

 

（様式６－１） 

                           ○○第       号 

                                                     年  月  日 

 

  教 育 長  殿 

  

                            山梨県立○○高等学校

学校長名    

 

 

ろう学校における通級による指導の終了について（通知） 

 

 

  次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、ろ

う学校における通級による指導を終了しましたので通知します。 

 

 

 所 属 名 

 

             高等学校（    科）    年     

 

（ふりがな） 

 氏   名 

 

 

                                                     

通級指導 

終了月日 

 

     年     月    日 
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（様式６－２） 

                           ○○第       号 

                                                     年  月  日 

 

  保 護 者  殿 

 

                            山梨県立○○高等学校

学校長名    

 

 

ろう学校における通級による指導の終了について（通知） 

 

 

  次の生徒について、学校教育法施行規則第１４０条及び第１４１条の規定により、ろ

う学校における通級による指導を終了しましたので通知します。 

 

 

 所 属 名 

 

             高等学校（    科）    年     

 

（ふりがな） 

 氏   名 

 

 

                                                    

通級指導 

終了月日 

 

     年     月    日 
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